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(57)【要約】
本発明は、電力網に電力を供給する方法、電力網に電力
を供給するシステム、電力網における電力の投入及び消
費を統合管理する方法、電力網における電力の投入及び
消費を統合管理するシステム、電力網のための計量シス
テム及び電力網のための計量方法に関する。電力網にお
ける電力を供給する方法であって、この方法は、電力網
に連系された集合化間欠性電源の初期予測確率的電力供
給時間プロファイルを決定すること；電力網に連系され
た少なくとも１つの負荷の目標電力需要時間プロファイ
ルを決定すること；及び該間欠性電源からの該負荷への
電力供給の確率が特定の判定基準を満たすように、初期
予測確率的電力供給時間プロファイル及び目標需要時間
プロファイルの少なくともそれぞれの部分を関連付ける
こと、を包含する。
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　電力網における電力を供給する方法であって、
　電力網に連系された集合化間欠性電源の初期予測確率的電力供給時間プロファイルを決
定すること；
　電力網に連系された少なくとも１つの負荷の目標電力需要時間プロファイルを決定する
こと；及び
　該間欠性電源からの該負荷への電力供給の確率が特定の判定基準を満たすように、初期
予測確率的電力供給時間プロファイル及び目標需要時間プロファイルの少なくともそれぞ
れの部分を関連付けること、
を包含する、
上記方法。
【請求項２】
　負荷へ専用にされる初期予測確率的電力供給時間プロファイルの関連付けられた部分に
基づいて、更新された予測確率的電力供給プロファイルを生成すること、をさらに包含す
る、請求項１に記載の方法。
【請求項３】
　初期予測確率的電力供給時間プロファイル及び目標需要時間プロファイルの関連付けら
れた少なくともそれぞれの部分に基づいて、予測確率的間欠性電力供給の負荷への寄与を
出力すること、をさらに包含する、請求項１又は２に記載の方法。
【請求項４】
　確率は、初期予測確率的電力供給時間プロファイル及び目標需要時間プロファイルの相
互相関の期待値に基づいて計算される、請求項１～３のいずれか１項に記載の方法。
【請求項５】
　初期予測確率的電力供給時間プロファイル及び目標需要時間プロファイルの少なくとも
それぞれの部分を関連付けることは、負荷の優先権レベルに基づいており、本方法はさら
に、集合化された間欠性電源の間欠性電力生成設備の部分集合を最高の優先権の負荷のた
めの供給の専用にすること、及び、更新された予測確率的電力供給プロファイルを、該部
分集合を除外することに基づいて生成すること、を包含する、請求項１～４のいずれか１
項に記載の方法。
【請求項６】
　集合化間欠性電源から負荷への計測された電力供給が、特定の判定基準を満たすか否か
を決定すること、且つ実際の間欠性電力供給の該負荷への寄与を該計測された電力供給に
基づいて生成すること、をさらに包含する、請求項１～５のいずれか１項に記載の方法。
【請求項７】
　負荷に関連する１以上の消費者制約を検証すること、をさらに包含する、請求項１～６
のいずれか１項に記載の方法。
【請求項８】
　集合化間欠性電源は、電力網へ連系された１以上の間欠性発電設備を含んでいる、請求
項１～７のいずれか１項に記載の方法。
【請求項９】
　特定の判定基準は、少なくとも１の混合の百分率、少なくとも１の導入率、少なくとも
１の相互相関、及び二次供給源と負荷との間の少なくとも１の相関、から成る１以上のグ
ループを包含する、請求項１～８のいずれか１項に記載の方法。
【請求項１０】
　電力網に電力を供給するシステムであって、
　電力網に接続された集合化間欠性電源の初期予測確率的電力供給時間プロファイルを決
定するための手段；
　電力網に連系された少なくとも１つの負荷の目標電力需要時間プロファイルを決定する
ための手段；及び
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　間欠性電源からの電力の負荷への供給の確率が特定の判定基準を満たすように、初期予
測確率的電力供給時間プロファイル及び目標需要時間プロファイルの少なくともそれぞれ
の部分を関連付けるための手段；
を包含している、
上記システム。
【請求項１１】
　負荷へ専用にされる初期予測確率的電力供給時間プロファイルの関連付けられた部分に
基づいて、更新された予測確率的電力供給プロファイルを生成するための手段、をさらに
包含する、請求項１０に記載のシステム。
【請求項１２】
　初期予測確率的電力供給時間プロファイル及び該標的需要時間プロファイルの該関連付
けられた少なくともそれぞれの部分に基づいて、予測確率的間欠性の電力供給の負荷への
貢献を出力するための手段を、さらに包含する、請求項１０又は１１に記載のシステム。
【請求項１３】
　確率は、該初期予測確率的電力供給時間プロファイル及び該標的需要時間プロファイル
の相互相関の期待値に基づいて計算される、請求項１０～１２のいずれか１項に記載のシ
ステム。
【請求項１４】
　初期予測確率的電力供給時間プロファイル及び該標的需要時間プロファイルの該少なく
ともそれぞれの部分を関連付けることは、該負荷の優先権レベルに基づき、方法はさらに
、統合された間欠性の電源の間欠性の電力の発電設備の部分集合を最高の優先権の負荷の
ための供給の専用にすること、及び、該更新された予測確率的電力供給プロファイルを、
該部分集合を除外することに基づいて生成することを包含する、請求項１０～１３のいず
れか１項に記載のシステム。
【請求項１５】
　統合された間欠性の電源から該負荷への測定された電力の供給が、特定の判定基準に合
致するか否かを決定し、且つ実際の間欠性の電力供給の該負荷への貢献を該測定された電
力の供給に基づいて生成するための手段を、さらに包含する、請求項１０～１４のいずれ
か１項に記載のシステム。
【請求項１６】
　負荷に関連する１以上の消費者制約を検証するための手段を、さらに包含する、請求項
１０～１５のいずれか１項に記載のシステム。
【請求項１７】
　集合化間欠性電源は、電力網へ連系された１以上の間欠性発電設備を含んでいる、請求
項１０～１６のいずれか１項に記載のシステム。
【請求項１８】
　特定の判定基準は、少なくとも１の混合の百分率、少なくとも１の導入率、少なくとも
１の相互相関、及び二次供給源と負荷との間の少なくとも１の相関、から成る１以上のグ
ループを包含する、請求項１０～１７のいずれか１項に記載のシステム。
【請求項１９】
　電力網における電力の投入及び消費を統合管理する方法であって、
　ある時刻に電力網へ連系された集合化間欠性電源の実際の電力供給を決定すること；
　その時刻に電力網へ連系された負荷の実際の電力消費を決定すること；
　実際の電力供給と実際の電力消費との少なくともそれぞれの部分を関連付けること；及
び
　実際の電力供給と実際の電力消費との関連付けられたそれぞれの部分に基づいて、実際
の間欠性電力供給の負荷に対する寄与を決定すること；
を包含する、
上記方法。
【請求項２０】
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　さらに、集合化間欠性電源から負荷への決定された実際の間欠性電力供給の寄与が、特
定の判定基準を満たすか否かを決定することを包含する、請求項１９に記載の方法。
【請求項２１】
　集合化間欠性電源から負荷への実際の電力供給が特定の判定基準を満たすか否かに基づ
いて、予測確率的間欠性電力供給の負荷への寄与を更新することをさらに包含する、請求
項２０に記載の方法。
【請求項２２】
　特定の判定基準は、少なくとも１の混合の百分率、少なくとも１の導入率、少なくとも
１の相互相関、及び二次供給源と負荷との間の少なくとも１の相関、から成る１以上のグ
ループを包含する、請求項２０又は２１に記載の方法。
【請求項２３】
　実際の電力供給と実際の電力消費との少なくともそれぞれの部分を関連付けることが、
負荷の優先権レベルに基づいている、請求項１９～２２のいずれか１項に記載の方法。
【請求項２４】
　残りの実際の電力供給及びより低い優先権レベルの負荷の実際の電力消費のそれぞれの
部分を関連付ける前に、実際の電力供給と最高の優先権レベルの負荷の実際の電力消費と
のそれぞれの部分を関連付けることをさらに包含する、請求項２３に記載の方法。
【請求項２５】
　負荷に関連した１以上の消費者制約を検証することをさらに包含する、請求項１９～２
４のいずれか１項に記載の方法。
【請求項２６】
　集合化間欠性電源は、電力網へ連系された１以上の間欠性発電設備を含んでいる、請求
項１９～２５のいずれか１項に記載の方法。
【請求項２７】
　電力網における電力の投入及び消費を統合管理するシステムであって、
　ある時刻に電力網へ連系された集合化間欠性電源の実際の電力供給を決定するための手
段；
　その時刻に電力網へ連系された負荷の実際の電力消費を決定するための手段；
　実際の電力供給と実際の電力消費との少なくともそれぞれの部分を関連付けるための手
段；及び
　実際の電力供給と実際の電力消費との関連付けられたそれぞれの部分に基づいて、実際
の間欠性電力供給の負荷に対する寄与を決定するための手段；
を包含する、
上記システム。
【請求項２８】
　さらに、集合化間欠性電源から負荷への決定された実際の間欠性電力供給の寄与が、特
定の判定基準を満たすか否かを決定するための手段を包含する、請求項２７に記載のシス
テム。
【請求項２９】
　集合化間欠性電源から負荷への実際の電力供給が特定の判定基準を満たすか否かに基づ
いて、予測確率的間欠性電力供給の負荷への寄与を更新するための手段をさらに含む、請
求項２８に記載のシステム。
【請求項３０】
　特定の判定基準は、少なくとも１の混合の百分率、少なくとも１の導入率、少なくとも
１の相互相関、及び二次供給源と負荷の間の少なくとも１の相関、から成る１以上のグル
ープを包含する、請求項２８又は２９に記載のシステム。
【請求項３１】
　実際の電力供給と実際の電力消費との少なくともそれぞれの部分を関連付けることが、
負荷の優先権レベルに基づいている、請求項２７～３０のいずれか１項に記載のシステム
。
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【請求項３２】
　残りの実際の電力供給及びより低い優先権レベルの負荷の実際の電力消費のそれぞれの
部分を関連付ける前に、実際の電力供給と最高の優先権レベルの負荷の実際の電力消費と
のそれぞれの部分を関連付けるための手段をさらに包含する、請求項３１に記載のシステ
ム。
【請求項３３】
　負荷に関連した１以上の消費者制約を検証するための手段をさらに含む、請求項２７～
３２のいずれか１項に記載のシステム。
【請求項３４】
　集合化間欠性電源は、電力網へ連系された１以上の間欠性発電設備を含んでいる、請求
項２７～３３のいずれか１項に記載のシステム。
【請求項３５】
　電力網のための計量システムであって、
　電力網へ連系された集合化間欠性電源の電力供給を計量するための手段；
　その時点で電力網へ連系された負荷の電力消費を計量するための手段；及び
　計量された電力供給と計量された電力消費とに基づいて負荷に対する間欠性電力供給の
寄与を計量するための手段；
を含んでいる、
上記システム。
【請求項３６】
　間欠性電力供給の寄与を計量するための手段は、計量された電力供給と計量された電力
消費との少なくともそれぞれの部分を関連付けるように構成されている、請求項３５に記
載のシステム。
【請求項３７】
　間欠性電力供給の寄与を計量するための手段は、計量された電力供給と負荷の優先権レ
ベルに基づいて計量された電力消費とのそれぞれの部分を関連付けるように構成されてい
る、請求項３６に記載のシステム。
【請求項３８】
　間欠性電力供給の寄与を計量するための手段は、計量された電力供給の残りの部分とよ
り低い優先権レベルの負荷の計量された電力消費とのそれぞれの部分を関連付ける前に、
計量された電力供給と最高の優先権レベルの負荷の計量された電力消費とのそれぞれの部
分を関連付けるように構成されている、請求項３７に記載のシステム。
【請求項３９】
　間欠性電力供給の寄与が特定の判定基準を満たすか否かを決定するための手段をさらに
含む、請求項３５～３８のいずれか１項に記載のシステム。
【請求項４０】
　間欠性電力供給の寄与が特定の判定基準を満たすか否かに基づいて、負荷への予測確率
的間欠性電力供給の寄与を更新するための手段をさらに含む、請求項３９に記載のシステ
ム。
【請求項４１】
　特定の判定基準は、少なくとも１の混合の百分率、少なくとも１の導入率、少なくとも
１の相互相関、及び二次供給源と負荷との間の少なくとも１の相関、から成る１以上のグ
ループを含む、請求項３９又は４０に記載のシステム。
【請求項４２】
　負荷に関連する１以上の消費者制約を検証するための手段をさらに含む、請求項３５～
４１のいずれか１項に記載のシステム。
【請求項４３】
　集合化間欠性電源は、電力網へ連系された１以上の間欠性発電設備を含む、請求項３５
～４２のいずれか１項に記載のシステム。
【請求項４４】
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　電力網のための計量方法であって、
　電力網へ連系された集合化間欠性電源の電力供給を計量すること；
　その時点で電力網へ連系された負荷の電力消費を計量すること；及び
　計量された電力供給と計量された電力消費とに基づいて負荷に対する間欠性電力供給の
寄与を計量すること；
を包含する、
上記方法。
【請求項４５】
　間欠性電力供給の寄与を計量することは、計量された電力供給と計量された電力消費と
の少なくともそれぞれの部分を関連付けるように構成される、請求項４４に記載の方法。
【請求項４６】
　間欠性電力供給の寄与を計量することは、計量された電力供給と負荷の優先権レベルに
基づいて計量された電力消費とのそれぞれの部分を関連付けるように構成されている、請
求項４５に記載の方法。
【請求項４７】
　間欠性電力供給の寄与を計量することは、計量された電力供給の残りの部分とより低い
優先権レベルの負荷の計量された電力消費とのそれぞれの部分を関連付ける前に、計量さ
れた電力供給と最高の優先権レベル負荷の計量された電力消費とのそれぞれの部分を関連
付けるように構成されている、請求項４６に記載の方法。
【請求項４８】
　間欠性電力供給の寄与が特定の判定基準を満たすか否かを決定することをさらに含む、
請求項４４～４７のいずれか１項に記載の方法。
【請求項４９】
　間欠性電力供給の寄与が特定の判定基準を満たすか否かに基づいて、負荷への予測確率
的間欠性電力供給の寄与を更新することをさらに含む、請求項４８に記載の方法。
【請求項５０】
　特定の判定基準は、少なくとも１の混合の百分率、少なくとも１の導入率、少なくとも
１の相互相関、及び二次供給源と負荷との間の少なくとも１の相関、から成る１以上のグ
ループを含む、請求項４８又は４９に記載の方法。
【請求項５１】
　負荷に関連する１以上の消費者制約を検証することをさらに含む、請求項４４～５０の
いずれか１項に記載の方法。
【請求項５２】
　集合化間欠性電源は、電力網へ連系された１以上の間欠性発電設備を含む、請求項４４
～５１のいずれか１項に記載の方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、電力網に電力を供給する方法、電力網に電力を供給するシステム、電力網に
おける電力の投入及び消費を統合管理する方法、電力網における電力の投入及び消費を統
合管理するシステム、電力網のための計量システム及び電力網のための計量方法に広く関
する。
【背景技術】
【０００２】
　再生可能な電気は、消費者へ電気を供給するための有力な候補になりつつあり、そして
或る消費者たちは、再生可能な電気を得るための望みにおいて様々な要求を持っている。
例えば、太陽光発電（ＰＶ;photovoltaic）電気は、クリーンエネルギーを消費者へ供給
し、そのことは、従来の化石燃料源を置き換えるように用いられるときには、二酸化炭素
及び他の有毒排出物を減らす。太陽光発電の発電機は、特定の負荷に対応するために電力
計の後に設置されうるか、又は電力網への連系によって、又は例えばシンガポール国特許
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出願第10201406883U号に記載されたようにエネルギー市場でのエネルギーの安定のための
統合管理の方法によって、エネルギー網又はエネルギープール内へ供給されるように設置
されることができる。このエネルギーはまた、電力網を通して消費者へ供給されうる。さ
らに様々な発電機の集合体は、複数のエネルギー消費者の負荷へ供給するように接続され
うる。
【０００３】
　太陽光発電供給源からのエネルギーの供給における１つの問題は、エネルギーが間欠的
であることである。この発電機は、任意の所与の時点で電気量を正確に提供するよう決定
されることができない。したがって、太陽光発電エネルギーを最終消費者へ供給する供給
システムは、特に電力網への連系シナリオによる場合に、相対的に発展が遅れている。こ
の問題を悪化させるものは、大抵の商業的及び産業的環境において、埋め込み発電シナリ
オ（そこでは太陽光発電システムは負荷の計量計の後ろに接続されている）が、その負荷
の再生可能エネルギーの必要性に対して提供することは通常は不適切であり、そして、再
生可能エネルギーの消費者が、彼らの要求される再生可能エネルギー供給の制約（例えば
彼らの負荷へ所望された総導入量）における具体的な制約を確立できるように最適化でき
ないことである。そのような埋め込み発電シナリオにおける再生可能エネルギーのこれら
消費者への供給についての制約は、「計器の後ろ」というスキームにおける彼ら自身の負
荷需要に局所化された物理的空間（例えば建物の屋根）の量からのみ決定される。
【０００４】
　負荷又は負荷群への再生可能エネルギーの供給における別の問題は、再生可能エネルギ
ー発生機が最終消費者の負荷へクリーンな電気を供給しているとき、これら顧客は、彼ら
のエネルギー消費と関連している再生可能エネルギーの導入量を決定したいと思う。この
ことは、エネルギー消費者によるクリーンエネルギーの採用を促進しうる。
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　本発明の実施態様は、上記の問題の少なくとも１つの解決に向けられる、電力網に電力
を供給する方法、電力網に電力を供給するシステム、電力網における電力の投入及び消費
を統合管理する方法、電力網における電力の投入及び消費を統合管理するシステム、電力
網のための計量システム、及び電力網のための計量方法を提供する。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　本発明の第一の態様によると、電力網に電力を供給する方法が提供され、この方法は、
電力網に連系された集合化間欠性電源の初期予測確率電力供給時間プロファイルを決定す
ること；電力網に連系された少なくとも１つの負荷の目標電力需要時間プロファイルを決
定すること；及び
該間欠性電源からの該負荷への電力供給の確率が特定の判定基準を満たすように、該初期
予測確率的電力供給時間プロファイルの少なくともそれぞれの部分と該目標需要時間プロ
ファイルとを関連付けること；を包含している。
【０００７】
　本発明の第二の態様によると、電力網に電力を供給するシステムが提供され、このシス
テムは、電力網に接続された集合化間欠性電源の初期予測確率的電力供給時間プロファイ
ルを決定するための手段；電力網に連系された少なくとも１つの負荷の目標電力需要時間
プロファイルを決定するための手段；及び該間欠性電源からの電力の該負荷への供給の確
率が、特定の判定基準を満たすように、該初期予測確率的電力供給時間プロファイルの少
なくともそれぞれの部分と該目標需要時間プロファイルとを関連付けるための手段；を含
んでいる。
【０００８】
　本発明の第三の態様によると、電力網における電力の投入及び消費を統合管理する方法
が提供され、この方法は、ある時刻に電力網へ連系された集合化間欠性電源の実際の電力
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供給を決定すること；その時刻に電力網へ連系された負荷の実際の電力消費を決定するこ
と；実際の電力供給と実際の電力消費との少なくともそれぞれの部分を関連付けること；
及び実際の電力供給と実際の電力消費との関連付けられたそれぞれの部分に基づいて、実
際の間欠性電力供給の負荷に対する寄与を決定すること；を包含している。
【０００９】
　本発明の第四の態様によると、電力網における電力の投入及び消費を統合管理するシス
テムが提供され、このシステムは、ある時刻に電力網へ連系された集合化間欠性電源の実
際の電力供給を決定するための手段；その時刻に電力網へ連系された負荷の実際の電力消
費を決定するための手段；実際の電力供給と実際の電力消費との少なくともそれぞれの部
分を関連付けるための手段；及び実際の電力供給と実際の電力消費との関連付けられたそ
れぞれの部分に基づいて、実際の間欠性電力供給の負荷に対する寄与を決定するための手
段；を含んでいる。
【００１０】
　本発明の第五の態様によると、電力網のための計量システムが提供され、このシステム
は、電力網へ連系された集合化間欠性電源の電力供給を計量するための手段；その時点で
電力網へ連系された負荷の電力消費を計量するための手段；及び計量された電力供給と計
量された電力消費とに基づいて負荷に対する間欠性電力供給の寄与を計量するための手段
；を含んでいる。
【００１１】
　本発明の第六の態様によると、電力網のための計量方法が提供され、この方法は、電力
網へ連系された集合化間欠性電源の電力供給を計量すること；その時点で電力網へ連系さ
れた負荷の電力消費を計量すること；及び計量された電力供給と計量された電力消費とに
基づいて負荷に対する間欠性電力供給の寄与を計量すること；を包含している。
【００１２】
　本発明の実施態様は、図面と併せて、単なる例として以下に記された説明から、当業者
に対してよりよく理解され且つ容易に明らかになるであろう。
【図面の簡単な説明】
【００１３】
【図１】例示の１実施態様による、関連する消費容量の負荷の集合へ供給する関連する統
計的発電容量の間欠性発電機の集合を示す概略図である。ここで負荷は、供給制約によっ
て分類されている。
【図２】ａ）及びｂ）は例示の１実施態様による、統計的に間欠性の供給プロファイルの
評価を示す概略図である。
【図３】ａ）～ｃ）は、例示の１実施態様による、同じ交流（ＡＣ）電力網に接続された
３つの独立の発電設備の１つの年間出力の計測された統計的変動を示す画像である。ここ
で、電気出力の総計は、カラースケールによって表示され、且つ時間は水平にプロットさ
れた日及び垂直にプロットされた１日の時間によって表示されている。
【図４】ａ）～ｄ）は、例示の１実施態様による、確立された消費者負荷プロファイルの
特性を示す概略図である。
【図５】例示の１実施態様による、間欠性発電設備Ｇから消費者負荷Ｌへの市場プールを
介したエネルギー供給を示す概略図である。
【図６】例示の１実施態様による、特定の日の特定の時間での卸売エネルギープールの特
性を示す概略図である。ここで、卸売エネルギープールの特性は、利用できる資源及び二
次発電資源の制約を決定する。
【図７】ａ）及びｂ）は、例示の１実施態様による、エネルギーの平坦な百分率及び関連
した二次発電の負荷への供給の場合について、相殺の実施の方法を示す概略図である。
【図８】例示の１実施態様による、ピークエネルギー相殺供給シナリオを示す概略図であ
る。ここで、卸売エネルギープールから引き出されたベース負荷エネルギーは、消費者ま
で通過し、そして供給負荷は、最適化された再生可能エネルギー導入シナリオの下で太陽
光発電エネルギーの供給によって、卸売市場の変動性から、ピークエネルギー需要の期間
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への相関から、切り離される；ここで、ａ）は仮定された負荷需要であり、ｂ）は集合化
された発電資源の確率密度分布であり、ｃ）は修正された負荷プロファイルであり、ｄ）
は、間欠性エネルギー資源への需要の相関を示す特性卸売プールプロファイルである。
【図９】例示の１実施態様による、供給と監査プロセスとの間の関係を示す概略図であり
、供給が時刻ｔまで前進し、監査は時刻ｔまで戻る。
【図１０】例示の１実施態様による、関連する供給及び監査方法のプロセスフローチャー
トを示す概略図である。
【図１１】例示の１実施態様による、情報技術システムの代表的な構成のアーキテクチャ
図である。
【図１２】例示の１実施態様による、電力網における電力を供給する方法を示すフローチ
ャート図である。
【図１３】電力網における電力を供給するためのシステムを示す概略図である。
【図１４】例示の１実施態様による、電力網における電力の投入及び消費の統合管理の方
法のフローチャートである。
【図１５】電力網における電力の投入及び消費の統合管理のためのシステムを示す概略図
である。
【図１６】電力網用の計量システムを示す概略図である。
【図１７】例示の１実施態様による電力網用の計量方法を示すフローチャートである。
【発明を実施するための形態】
【００１４】
　本発明の実施態様は、再生可能エネルギー又は太陽光発電エネルギーを、エネルギー混
合の一部として入手しようとするエネルギー消費者のために、様々なオプションを提供す
るエネルギー供給サービスを確立するためのシステム及び方法を提供する。ここで、最小
限再生可能エネルギー導入割合及びその他の制限の様々なレベルが、その供給の大きさを
定める前に、エネルギー消費者のために決定されうる。さらに、関連する監査方法論は、
実績ベースで、供給に関する過去の再生可能エネルギー導入レベルをエネルギー消費者に
提示し、消費者が再生可能エネルギーの供給について上記の事項を受け入れることを確認
することによって解決する。
【００１５】
　予測シナリオ（a forward looking scenario）においては、例示の１実施態様における
供給方法は、間欠性エネルギー発生器の集合の統計的性質から成り立つ。実績シナリオ（
a look back scenario）においては、例示の１実施態様による監査方法は、実際の過去の
再生可能エネルギーの導入レベルから成り立つ。このようなシナリオにおいては、供給と
監査の両方法は、予測と実績の両方の見通しにおいて、消費者によって要求されるエネル
ギー製品及び関連する制約を設定するために用いられうる。一方、これらの製品制約を検
証するための測定の経験的方法を確立することは、複数の間欠性発電設備を運用するエネ
ルギー公益事業によって為される。
【００１６】
　例示の実施態様は、消費者が供給契約において決定した制約の下で消費者が供給を受け
ることを確認する監査の下で、供給レベル及び関連する再生可能エネルギーレベルを検討
する方法に対する消費者ニーズを満たすことができる。そして例示の実施態様は、必要と
されるそれらの制約を供給者が満たすことができるところの、消費者への保証と認可とを
供給者が提供することができるように、集合化された間欠性資源を消費者の負荷へ確率的
な方法で割り当てることができるという予測供給方法に対する供給者ニーズを満たすこと
ができる。この目的のために、発電資源及び供給されるべき負荷を表す確率分布関数（Ｐ
ＤＦ）が、有利に決定されうる。
【００１７】
　以下の記載において、発電設備は、電力網を介してエネルギー消費者にエネルギーを提
供することができる再生可能発電機であると想定されている。供給シナリオは、顧客に提
供するためにエネルギーが出し入れされるエネルギープールを設けると想定されうる。エ
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ネルギーの流れは、負荷及び発電機の需要と供給とをそれぞれ確立するために使用される
計量装置によって示される。消費者の負荷は、それらの負荷需要に混合されることを消費
者が要求するところの間欠性エネルギーの量に関して、様々な制約又は要求を有すると想
定されている。例えば、１の消費者は、間欠性発電機から１００％のエネルギーを要求す
るかも知れないが、他の消費者は、ある特定の再生可能エネルギー導入率しか要求しない
かも知れない。以下では、供給者が供給契約を要求され且つ関連する制約を設定する際に
、消費者によって負荷に関連した情報が、電力供給者に利用可能にされると想定される。
電力供給は、それらの生成の基盤を共に形成するところの様々な発電設備を含む集合化供
給システムを作動させる。供給者は、消費者の負荷需要を満たすために、二次供給源（例
えばエネルギー市場プール又はバックアップ発電機）から追加のエネルギーを得ることも
できる。
【００１８】
　本明細書はまた、方法の動作を実行するための装置（ここでは「～ための手段」とも呼
ばれる）を開示する。そのような装置は、所望の目的のために特別に構築されうるか、又
はコンピュータに記憶されたコンピュータプログラムによって選択的に活性化され又は再
構成された計算デバイスを備えうる。ここで提示されたアルゴリズム及びディスプレイは
。何らかの特定のコンピュータ又はそれとは別の装置に本質的に関係していない。様々な
一般目的のマシーンが、ここでの教示に従ってプログラムと共に用いられうる。代わりに
、所望の方法の工程を実行するためのより特別の装置の構築は、適切でありうる。さらに
、本明細書はまた、ここで記載された方法の個々の工程が、コンピュータコードによって
有効にされうることが当業者には明白であるという点において、コンピュータプログラム
を暗黙のうちに開示する。コンピュータプログラムは、特定のプログラミング言語及びそ
の実装に限定されることを意図されていない。様々なプログラミング言語及びそのコーデ
ィングが、本明細書に含まれた開示の教示を実施するために用いられうることが理解され
よう。さらに、コンピュータプログラムは、特定の制御の流れに限定されることを意図さ
れたものでもない。本発明の精神又は範囲から逸脱することなく、異なる制御の流れを使
用することができる別の多くのコンピュータプログラムがある。
【００１９】
　さらに、コンピュータプログラムの１以上の工程は、逐次的にではなく並列に実行され
てもよい。このようなコンピュータプログラムは、任意のコンピュータ可読媒体に記憶さ
れうる。コンピュータ可読媒体は、記憶装置（例えば磁気又は光ディスク、メモリチップ
、又は汎用コンピュータとのインタフェースに適したそれら以外の記憶装置）を含むこと
ができる。コンピュータ可読媒体はまた、インターネットシステムに例示されるような有
線媒体、又はＧＳＭ（登録商標）移動電話システムに例示されるような無線媒体を含みう
る。コンピュータプログラムは、そのような汎用コンピュータ上にロードされ実行される
とき、好ましい方法の工程を実施する装置を効果的に得られる。
【００２０】
　本発明はまた、ハードウェアモジュールとして実装されうる。より具体的には、ハード
ウェアの意味において、モジュールは、他の構成要素又はモジュールと共に用いるように
設計された機能的ハードウェアユニットである。例えばモジュールは、個別の電子部品を
用いて、例えば発電設備によって供給される電力を計量するために又は負荷によって消費
される電力を計量するために、実装されてもよく、又はモジュールは、特定用途向け集積
回路（ＡＳＩＣ:Application Specific Integrated Circuit）のような電子回路全体の一
部を形成しうる。数多くの別の可能性が存在する。当業者であれば、このシステムは、ハ
ードウェアモジュールとソフトウェアモジュールとの組み合わせとして実装することもで
きることを理解するであろう。
【００２１】
＜本発明の実施態様としての図面及び図解の概要説明＞
　この章節において、図に示されたように本発明の例示の実施態様の各要素の概要が説明
される。ここで、各要素は後続の章節でさらに詳述される。
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【００２２】
　図１は、情報の流れ、及び発電設備群１００又は発電設備群の確率密度関数出力プロフ
ァイルの間の関係、複数の消費者負荷プロファイル１０６及び１０８の間の関係、並びに
統合及び調整システム１１８の間の関係を表す実施態様を示す。
【００２３】
　参照符号１００は、集合化された発電設備群、又は個々の発電設備（例えば１０２）か
らの出力の集合化された確率から成るところの、時間経過にわたるこの発電プロファイル
の関連する確率分布関数（ＰＤＦ）を示す。
【００２４】
　参照符号１０２は、個々の発電設備、又は関連する個々の発電設備のＰＤＦを表し、且
つ発電設備１０２の、日影による損失、熱損失、又は電気的仕様を含むがこれに限定され
ない、特定発電設備設置の性能因子を構成している。
【００２５】
　参照符号１０４は、発電設備群又は関連するＰＤＦプロファイル１００への優先アクセ
ス権を有するように分類された消費者負荷プロファイルであり、参照符号１０８は、太陽
発電設備又は関連するＰＤＦプロファイル１００及び／又は１０２への優先アクセス権を
有するように分類された、又は発電設備の部分集合（例えば発電設備１００の部分集合１
２０）に優先権を有するように分類された、消費者負荷プロファイルの集合である。
【００２６】
　参照符号１１６は、発電設備若しくは関連するＰＤＦプロファイル１００への優先アク
セス権を持たないように分類されている消費者負荷プロファイルであり、参照符号１０６
は、太陽光発電設備若しくは関連するＰＤＦプロファイル１００及び／又は１０２への優
先アクセス権を持たないように分類される、又は発電設備の任意の部分集合（例えば発電
設備１００の部分集合１２０）に対して優先権を持たないように分類される、消費者負荷
プロファイルの集合である。記載されたように、参照符号１０６、１０８、１１６、又は
１０４は各々、電力消費者の負荷需要プロファイル及び確率的需要シナリオを特徴付ける
ＰＤＦと関連付けられうる。
【００２７】
　参照符号１１２は、消費者負荷プロファイル１０８の細分類であって、太陽光と、発電
設備群１００又は発電設備群の部分集合１２０からの関連付けに必要な（太陽への）露出
及び分配の量を表す少なくとも第２の特定の制約要件とに優先権を有する。例えば、参照
符号１１２の分類は、間欠性の発電設備群１００又は１２０からの供給量と分類１１２の
負荷の集合の負荷消費量との比によって測定されるような導入の特定のレベルを要求する
ところの、これら全ての消費者負荷であってもよい。
【００２８】
　参照符号１１４は、消費者負荷プロファイル１０６の細分類であり、太陽光と、発電設
備群１００又は発電設備群の部分集合１２０からの関連付けに必要な露出量及び配電量を
表す少なくとも第２の特定の制約条件とに優先権を持たない。参照符号１１４の分類は、
間欠性の発生設備群１００又は１２０からの供給と分類１１２の負荷の集合の負荷消費に
対する比によって測定されるような導入の任意選択的レベルを有するところのこれら全て
の消費者負荷でありうる。
【００２９】
　参照符号１１０は、二次供給資源であり、それは、例えば、卸売又はスポットエネルギ
ー市場、エネルギー先物市場、又は二次発電設備からの物理的な電力供給によって具体化
され得、又は、エネルギー貯蔵媒体から引き出されたエネルギーによって具体化されうる
。
【００３０】
　参照符号１１８は、統合計算モジュールであって、予測供給モデル及び消費者負荷分類
１０６、１１４、１０８、又は１１２に関連した制約に合致する期待値の関連する確率の
両方を計算する。そして実績監査及び消費者負荷分類１０６、１１４、１０８、又は１１
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２に関連した上記制約に合致する関連する期待値を検証する調整方法は、過去の測定によ
って確立される。ここで記載された実績監査は、例えば、エネルギー資源１００又は１２
０を、優先権のない消費負荷１０６、１１６又は１１４から優先消費負荷１０８、１１２
又は１０４へ移すことを含みうる。
【００３１】
　参照符号１１９は、公表のために提供される情報を示し、それは、配電の提示、即ち参
照符号１０６、１１６、１１４、１１８、１１２若しくは１０４の消費者負荷需要の過去
の測定値；発電設備１００、１０２若しくは１２０の過去の測定値;でありえ、又は、統
合モジュール１１８で計算されるような様々な制約の比率及び検証でありうる。そのよう
な監査公表システムの例示の実施態様は、アプリケーションプログラムインターフェース
（ＡＰＩ）の形態を取り得、ソーシャルメディアへの情報の提示を可能にするメカニズム
、インターネットへの情報の配布を許容すること、又は消費者請求システムへの適合のた
めに。
【００３２】
　図２ａ）及びｂ）は、関連する発電設備群１００の間欠性を示しており、参照符号２０
１、２０２、及び２０３は、それぞれの間欠性の供給源（例えば参照符号１０２（図１を
見よ））からの電気出力のそれぞれの確率密度関数である。２０１、２０２及び２０３に
おいて、縦軸はエネルギー出力を示し、一方横軸は１日の時刻を示す。
【００３３】
　参照符号２２２は、例示の１実施態様における特定の出力指標２０６、２０４、２０５
、２０７、２０８及び２０９によって特徴付けられる集合化確率分布関数（ＰＤＦ）の１
実施態様である。プロット２２２において、水平軸は時間であり、垂直軸は、指標２０６
、２０４又は２０５に関連する特定の確率モデルに関連する電気出力又はエネルギー単位
に関する期待された出力である。
【００３４】
　ここで、参照符号２０７は、集合化された発電設備の最大出力を表す連続的なＰＤＦの
ラインプロファイルであり、参照符号２０６はシステムからの最大出力の場合に生じる最
大エネルギー出力である。参照符号２０８は集合化された発電設備の平均出力を表す連続
的なＰＤＦのラインプロファイルであり、参照符号２０４は発電設備の集合化システムか
らの平均出力の場合に生じる平均エネルギー出力である。
【００３５】
　参照符号２０９は、集合化された発電設備の出力の低いレベルを表す連続的なＰＤＦの
ラインプロファイルである。ここで参照符号２０５は、システムからの最大出力の場合に
、生起しうる低いレベルのエネルギー出力である。
【００３６】
　ＰＤＦ２０７、２０８又は２０９のいずれかは、離散確率密度モデルとして、例えばデ
ータベース内のアレイとして表されてもよく、且つ発電設備１００若しくは複数の発電設
備１２０の部分集合からの発電の予測確率としての形態を取ってもよい。
【００３７】
　図３ａ）～ｃ）は、同一の交流（ＡＣ）電気の電力網に接続された３つの独立のエネル
ギー発生設備の測定された年間出力３０１、３０２又は３０３を示している。ここで、発
電プロファイルは、測定された電気出力の数値合成によって展開されうる。上記発電設備
の統計的性質は、プロット３０１、３０２及び３０３における変動によって明白である。
プロット３０１、３０２及び３０３において、水平軸は１年の日を示し、垂直軸は１日の
時間を示す。グレースケールにおけるカラースケールは、各画像の右側のスケールバーに
反映された単位での全エネルギー出力を示す。
【００３８】
　図４ａ）～ｄ）は、例示の実施態様による、消費者供給需要（例えば１０６、１１４、
１１６、１０４、１０８又は１１２（図１と比較せよ））の確率的性質を反映する特性を
表している。参照符号４００は、消費者負荷の集合クラスの需要の確率密度である。参照
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符号４０１は、消費者負荷の集合クラスのエネルギー需要レベルを示す連続線プロファイ
ルである。連続線プロファイルは、離散確率モデル、例えばデータベースにおいて計算さ
れたベクトル配列、として提示されうる。参照符号４０２は、ここでは離散的に測定され
た一連のイベントとしての日毎の負荷需要プロファイルの図であり、水平軸は時刻であり
、垂直軸は消費者負荷需要レベルである。
【００３９】
　参照符号４０６は、発電設備がそこに相互接続されているところの、同じ交流電気の電
力網に接続された個々の消費者負荷の測定された年間入力を示している。ここで、需要プ
ロファイルは、測定された電気出力の数値的合成によって表示されうる。プロット４０６
において、水平軸は１年の日を表し、垂直軸は１日の時間を表し、グレースケールのカラ
ースケールは、各画像の右側のスケールバーに反映される単位での全エネルギー出力を示
す。
【００４０】
　参照符号４０４は、そこにおいては消費者負荷プロファイルの統計的プロファイルが定
量的に評価されうる、追加の方法を示す。ここでは、変動が、１日の最大値、１日の高い
値、１日の平均値、１日の低い値、及び最小値として測定されてプロットされている。チ
ャートの水平軸は時間、チャートの垂直軸は負荷需要である。
【００４１】
　このようなプロファイル４０２、４０４又は４０６は、もし所望されるならば消費の合
成的確率モデルを生成するために使用されうる。上記消費者負荷需要の統計的性質は、プ
ロット４０２、４０６及び／又は４０４における変動によって明らかである。特定の分類
に関連する全消費者負荷のＰＤＦを形成する様々な消費者負荷の集合化を実装することは
、消費者の需要の定量的評価とそれに関連する図３に示されたような消費者の需要の統計
とによって完成されうる。
【００４２】
　図５は、例示の実施態様における消費者への供給及び分配のモデルを示す図であって、
負荷Ｌのエネルギー需要を満たすように二次供給源Ｐと共に間欠性の供給源Ｇを実装する
。ここで、Ｇは、集合化された発電設備１００、集合化された発電設備の部分集合１２０
、又は個々の発電設備１０２を示しうる。ここで、負荷Ｌは、消費者負荷需要の集合、又
は特定の分類の消費者負荷需要の集合を表すことができる。ここでＰは、単一の交流電気
の電力網上のエネルギーの流れによって確立された卸売エネルギー市場であると仮定され
うる。
【００４３】
　前述のように、負荷Ｌ内の何れの分類又は細分類も、実績監査及び測定されたように全
ての制約が満たされるようにする調整システムは勿論のこと、予測供給期待値との両方に
基づいて確立されなければならない１以上の制約と関連されうる。
【００４４】
　例示の１実施態様において、負荷Ｌは、負荷の供給への要求のみが満たされるが負荷の
制約は確立されないように、卸売エネルギープールである二次供給源Ｐを介してラベルＢ
を通し供給されうる。ここで、発電設備Ｇから確立されるような任意の制約は、二次市場
Ｐへの供給と、直接に決定されたラベルＣを通じた監査と調整との関連する確立とによっ
て検証されうる。本明細書で具体化されるように、データベース内にベクトルとして表さ
れ、データベース内にベクトルとして表示され且つ記録されるような物理的に測定された
エネルギーの流れは、時間的に索引付けをされ、ひいてはＬの全ての関連する制約が発電
機Ｇから監査されうるように、負荷Ｌを通して合致させられうる。
【００４５】
　この実施態様において、ＬとＰとが一致するように設定されえ、一方、ラベルＣを介し
た供給は、ラベルＡを介した入力に相当する負荷Ｌのオフセットでありうる。そうである
ので、ラベルＡ及びラベルＢは、Ｌまで通す供給のレベルを分離することを表すけれども
、Ｇでの物理的供給とＰでの二次供給との関連は、需要レベルのみによって表されるＬの
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時間的要件を一緒に確立する。ここで、任意の制約が、時間索引付き発電及び負荷によっ
て、ＧとＬの間のラベルＣを介して、予測の確率密度、又は和解を伴う実績監査における
分配の測定値として確立されなければならない。
【００４６】
　図６ａ）及びｂ）は、需要水準と価格による卸売エネルギー市場を示しており、離散的
な時間間隔であることが明らかである。水平軸は時間、垂直軸は需要と価格の両者を示す
。予測需要が、チャートの背景として白い矩形領域６９９に反映されるように表示され、
一方、過去の配電が、チャートの背景として灰色の矩形領域６８８によって反映されるよ
うに表示されている。ここでは、３つの別々の価格設定基準レベルが示されており、この
特定の電力プール市場に関連する統一電気料金（Uniform Electricity Price:ＵＳＥＰ）
、液化天然ガス（ＬＮＧ）権利確定価格（LNG vesting price:ＬＶＰ）、及び石油リンク
契約価格（ＢＶＰ）を含む。矢印はそれぞれ、卸売市場の時間プロット内に描かれたＵＳ
ＥＰ、ＢＶＰ、及びＬＶＰの線を指している。６１１が特定のＵＳＥＰ時系列を灰色線と
して示し、６２２がＢＶＰ価格を暗線として示し、６３３がＬＶＰ価格を明るい灰色線と
して示している。需要プロファイルは、縦のバー６０８の上昇及び下降として反映されう
る。両方のチャートは、１日の中央の期間と関係付けられた需要の日毎の増加を示す。時
々発生するこのプロファイルは、この明細書の例示の実施態様において説明されたように
二次資源として実装される。
【００４７】
　図７ａ）及びｂ）は、シンガポール国特許出願第10201406883U号で提示されているよう
に、間欠性供給の特許案を加えることによりエネルギーを相殺する方法を示している。こ
こで、発電設備からの相関が負荷を整形するのに用いられる。
【００４８】
　曲線７０８は、特定期間中のＰＶ発電機からのＰＶ発電プロファイルを概略的に示す。
当業者には理解されるように、発電ピーク（例えば７１０）は、昼間の時間と一致するが
、夜間の間（例えば７１２）の電力は、本質的に発生しない。すなわち、選択された源／
負荷の対（又は複数の対）の発電プロファイル７０８及び消費プロファイル７０２は、好
ましくは一致させられる。そのような一致の基準は、卸売エネルギー市場におけるものと
しての二次供給と消費者負荷需要との間の定量的相関係数と関連付けられうる。
【００４９】
　曲線７１４は、二次供給源（例えば、卸売市場、又は別のエネルギー発生器からの）を
通す主要電力網部分からの供給によって満たされる電力消費の部分を概略的に示す。曲線
７０２と７１４との比較から分かるように、ピーク期間（例えば７０４）の間に一致させ
られる必要のある電力の量はそれに応じて減少させられる。
【００５０】
　もし消費者がＰＶ電力発生器からの補助的電力供給によるためにピーク需要がより低い
と予想できると、小売業者によって考慮されるリスクプロファイルは、曲線７１４によっ
て示される平坦な供給プロファイルに対応して、「低減」される。そうして、そのような
消費者負荷に対する供給モデルは、二次電源へ曝されることが減少し、そして電力網上の
資源のより低い利用可能性の需要期間に相関させる。この便益は、電力網を介して供給さ
れる特定の特性の１つ又は複数の負荷に拡張される。図７ｂ）において、曲線７１６及び
７１８は、ＰＶ電力発生器の容量オフセットがない場合及びある場合のそれぞれの他の供
給源／競合する小売業者から必要とされる要求された供給を模式的に示す。
【００５１】
　図８ａ）～ｄ）は、例示の１実施態様による４つの代表的な時間プロファイルを示し、
参照符号８００の仮想的な負荷Ｌ、参照符号８０２の仮想的な生成プロファイルＧ、参照
符号８０６のプールＰとしての仮想的二次エネルギー市場、並びにＧ及びＰの両方からの
供給から成る導出された負荷整形関数を示す。プロットにおいて、水平軸は時間であり、
垂直軸はエネルギー容量である。エネルギー容量は、参照符号８０２のＧの発電能力、参
照符号８００のＬの需要容量、参照符号８０４のＲの需要容量、又は参照符号８０６のＰ
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の相対市場供給／需要可能性のいずれかでありうる。
【００５２】
　参照符号８２１、８２２、及び８２３は、参照符号２０７、２０８、及び２０９によっ
て図２において示されたと同様に、３つの仮定された確率的発電プロファイルを示す。そ
のような発電プロファイルは、発電設備群１００又は発電設備１２０の部分集合から導出
されると仮定されうる。参照符号８０２での予測供給プロファイルは、様々な確率の仮定
（例えば、最大出力８２１、より低い出力レベル８２３、又はより可能性の高い平均出力
プロファイル８２２）から構成されうる。
【００５３】
　Ｇ又は参照符号８０２での予測確率プロファイルは、必要があれば、指定された制約を
満たす負荷プロファイル８００に供給される。ここで参照符号８０４での二次負荷露出Ｒ
が形成されうる。この二次負荷露出８０４は、発電８２１、８２２、又は８２３の様々な
プロファイルを考慮して形成され、参照符号８４１、８４２、又は８４３の様々な二次負
荷露出をもたらす。負荷プロファイルを生成する際には、様々な確率が想定される。この
ようにして、参照符号８０４における二次負荷Ｒの結果としての二次発生源Ｐへの暴露が
形成される。
【００５４】
　参照符号８０２、８０４、又は８０８を利用して、相関の様々な種類がまた、参照符号
８０２の調整を介して８０４を導出することによって、プロファイル８００、８０２、及
び８０６の間で決定されうる。参照符号８０２での調整は、発電設備群１００からの資源
の割当てを優先して行うことができる部分集合１２０に割当てられた１００からの物理的
資源は、卸売市場が二次エネルギー供給のために取引可能な参照符号８０６の卸売プール
Ｐへの定量的相関に基づいて最適化することができる。
【００５５】
　図５に示すような卸売プール及びシステムを利用して、間欠性の発電設備及び卸売プー
ルからの供給を実施することにより、複数の間欠性の資源を特定の負荷プロファイル８０
０に割り当てる問題を解決することができる。さらに、確率密度関数（ＰＤＦ）、予測確
率モデル、負荷需要、間欠性の資源の生成プロファイル、及び卸売プール又は他の二次供
給資源（例えば、第２発電機の集合）を形成することができる。
【００５６】
　図８は、様々な資源及び消費者負荷需要を、時間プロファイルとして反映するＰＤＦが
用いられうる基礎を成している。ここで、定量的導出（例えば、時間相関、又は再評価さ
れた二次負荷需要Ｒを満たすための負荷Ｌへの発電Ｇの特定の量の要求を反映する特定の
消費者制約）が、実装されうる。これらの同じＰＤＦは、図９においてさらに説明される
ように、実績監査に関して検討される。
【００５７】
　図９は、例示の実施態様による、時刻９８８における消費者負荷制約の集合と一致する
ための電力の分配に関する、供給９００、監査９０２、及び調整９０４の手順の時間的関
係を示す。分配の時刻９８８の前に、予測確率密度関数（ＰＤＦ）プロファイルが、負荷
及び発電設備からの発電の両方のデータベース配列（又は代替に連続代数的ＰＤＦ）内の
離散ベクトルとして確立され、そして少なくとも消費者負荷制約を確立する期待値が評価
され、そして発電設備１００からの資源１２０のレベルが、期待の十分に高い確率が見出
だされるように割り当てられる。期待のレベルは、ローカルな管理者、統治者、又は内部
リスク管理ポリシーの要件によって、又は消費者から求められる事項若しくは条件によっ
て設定されうる。
【００５８】
　分配後、実績監査は、データベースのベクトル配列内の所与の負荷及び発電機の、実際
の測定結果又は評価された結果を利用して、上記１つ又は複数の制約が試験される。何ら
かの制約の不足が生じると、調整が実行され、そして低い優先権の消費者に割り当てられ
た資源は、そのような不足が全て解消されるまでは、発電設備からより少ないエネルギー
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を受け取る。不足の場合には、こうして上記資源１２０は、期待値が十分に高くなるよう
に再設定される。
【００５９】
　調整は、様々な状況から構成され得、そして操作は、図２に示されたような利用可能に
されうる発電設備からの様々な供給範囲を考慮して、優先権の制約を満たすように設定さ
れた資源１２０を調整することができる。例えば、上記制約への資源割当ての間、配電の
最小レベルが確率モデル２０９のように仮定される場合、そのような制約を満たす期待の
出現が、生じる可能性は高い。代わりに、より保守的でないことを望む太陽光設備のオペ
レータは、必要な制約が満たされない可能性のある様々な程度を有する確率モデル２０８
又は２０７を想定することができる。確率モデルの仮定は、実際の調整実施の提供の要求
の頻度に影響を与える。森脇
【００６０】
　図１０は、ここで記載される手順の方法の流れ１０００を示し、複数の間欠性発電設備
及び二次供給設備（例えば、卸売市場、電気先物市場、又は二次発電機）からの消費者負
荷制約に合致するように供給シナリオを形成する。このプロセスにおいて、優先権を有す
る消費者と優先権のない消費者との大別が１００６で記載され、一方、予測に基づいて供
給制約を一致させるバランスは、ある程度の調整の余裕によって緩和される。調整中に、
非優先権の負荷に割り当てられたリソースは、消費者制約の不足を含むイベントが発生し
たことを実績監査が確証した場合に、不足を補うために利用される。
【００６１】
　方法は、工程１００２で、消費者負荷制約／要求を確立することを包含している。ここ
で、消費者制約は、１つの又は複数の分類セットを形成し、その後、消費者負荷ＰＤＦが
、導出され、そして要求された特定の制約又は複数の制約によって具体化される様々なセ
ット内で関連付けられる。工程１００４で、複数の間欠性の発電設備及び二次供給設備を
含む資源の利用可能性が評価される。工程１００６で、消費者負荷は、優先権の消費負荷
及び非優先権の消費負荷に分別されうる。方法の工程１００６は、方法の工程１００４の
前又は後に、又は並列に生じうる。方法の工程１００４は、発電設備のＰＤＦを導出する
こと、及び仮定された確率モデルを利用することによって、方法の工程１００２から形成
される様々な制約の結果の期待値を計算することを含む。ここでは、方法の工程１０１２
で評価された特定の消費者制約が専用の優先権資源によって提供されることを可能にする
資源割り当てを形成することができる。
【００６２】
　方法の工程１００８で、工程１００２で確立された消費者負荷制約は、例えば、特定の
制約の異なる製品パッケージを消費者に提供することによって調整されうる。特定の制約
を表す結果の期待値は、電力事業者の選択。方法の工程１０１０では、工程１００４、１
０１２及び調整の工程１０１６の結果に従って追加の発電設備を任意に構築することがで
きる。
【００６３】
　方法の工程１０１２で、負荷の全ての制約に与える確率の期待値は、仮定された負荷要
求プロファイルのＰＤＦ及びそれらの制約を満たすように割り当てられた発電設備のＰＤ
Ｆに関連するような１つ又は複数の制約の提供から成る予測ベースでの期待値を計算する
ことによって評価される。
【００６４】
　方法の工程１０１４で、エネルギーの流れの設定の時に（例えば、関連する連続的又は
特に取引の時間間隔として）計測され且つ分配されることが検出される結果としての供給
に基づいて、発電設備のエネルギーの残量が、特定の定量的モデルを前提とする非優先権
の負荷に割り当てられる。例えば、エネルギーは、負荷の数によって分割され且つ同じ量
が各負荷に供給されてもよく、又は消費者の総消費容量に対する供給の割合として計算さ
れ、等しい割合に基づいて負荷に提供されてもよい。
【００６５】
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　方法の工程１０１４で、何らかの不足の調整が実施される。すなわち、測定に基づいて
、不足又は消費者負荷に対する制約の違反の場合に、優先権消費者に割り当てられていな
かった資源から得られるエネルギーが、不足が無くなるまで、不足を補うために提供され
る。もし不足分を補うために調整された十分なエネルギーがなければ、情報は、方法の工
程１００４に戻り、そこでは制約を満たすように割り当てられた資源が調整されえ、又は
追加の資源が構築されうる。方法の工程１０１４において、違反が発生しなければ、調整
は適用されない。
【００６６】
　方法の工程１０１６において、計測結果、期待値、監査結果、又は調整結果の公表は、
設備又は発電設備を運用及び／又は負荷を供給するサービス提供者の積極的な発行による
か、又は消費者が情報にアクセスし結果を公開することを可能にすることのどちらかによ
って可能にされる。公表は、インターネットを介してワールドワイドウェブ（ＷＷＷ）に
行き、そして情報が、スケジュールに基づいて、又はウェブサイト上の特定の通信チャネ
ル及びアカウントプラットフォームを確立することに基づいて、例えば、ソーシャルメデ
ィア上で、又はウェブサイト上の特定の場所への結果の投稿を通して、自動的に提示され
うるようになされうる。
【００６７】
　方法の工程１０２０において、方法の各々の工程からの情報の流れは、調整の要求の頻
度が調節されるように、新たな発電設備を立ち上げること、消費者負荷制約を提供し及び
保証すること、又は優先権及び優先権のないアカウントの量の調整をとることのバランス
と関連付けられうる。
【００６８】
　図１１は、上記供給、監査、及び調整モデルを実装するために使用される情報技術シス
テムのアーキテクチャの例示の１実施態様を示す。参照符号１１８８は、制御インタフェ
ース、関連する収入等級電力計及び通信ネットワーキング装置（図示されていない）によ
ってここでは具体化された関連する電気システム１１８６を有する個々の発電設備である
。制御ユニット１１８６は、イーサネット（登録商標）を介してルータ１１７１に接続さ
れている。ルータ１１７１の広域網（ＷＡＮ）ポートは、インターネット１１０１へのル
ータアクセスを与えるローカルなインターネットプロバイダ（図示されていない）に接続
されるであろう。ルータ１１７１は、組み込み暗号化仮想私設網（ＶＰＮ）接続１１７２
及び１１０２を用いてサーバ１１１１へ接続する。ルータ１１７１とサーバ１１１１との
間の全通信パケットは、インターネット１１０１を通って伝播している間に暗号化される
であろう。
【００６９】
　参照符号１１１１は、データベース１１０４、それは例えばＭｙＳＱＬデータベースで
ありうる；発電設備１１８７に関するデータのためのユーザインタフェースを表示するた
めのウェブサーバ１１１５；顧客トランザクション及び顧客エネルギー使用を監視する顧
客エネルギー使用アプリケーション１１１４；課金情報を作り送るための請求書アプリケ
ーション１１１３；及び運転中の発電設備によって生成されたエネルギーに関する報告を
送るためのエネルギー出力アプリケーション１１１２、を含む様々なユニットを含む。
【００７０】
　参照符号１１６１は、設置技術者が暗号化されたセキュア・ソケット・レイヤ（ＳＳＬ
）接続上のウェブブラウザを用いてインターネットを介して動作プラットフォームのウェ
ブサーバ１１１５へ接続する太陽光発電設備を示す。
【００７１】
　参照符号１１６２は、暗号化されたセキュア・ソケット・レイヤ（ＳＳＬ）接続上のウ
ェブブラウザを用いてインターネット１１０１を介してウェブサーバ１１１５へ接続され
た電力事業者又は電力網管理者を示す。
【００７２】
　参照符号１１６３は、暗号化されたセキュア・ソケット・レイヤ（ＳＳＬ）接続上のウ
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ェブブラウザを用いてインターネット１１０１を介してウェブサーバ１１１５へ接続され
たエネルギー顧客を示す。
【００７３】
　参照符号１１４３は、暗号化された接続（例えばセキュア・ソケット・レイヤ（ＳＳＬ
））を用いてインターネット１１０１を介して我々のサーバに接続された顧客トランザク
ション処理するエネルギー市場トランザクションと関連したシステムを示す。
【００７４】
　参照符号１１４４は、暗号化された接続（例えばセキュア・ソケット・レイヤ（ＳＳＬ
））を用いてインターネット１１０１を介してサーバ１１１５に接続されたエネルギー生
成モニタリングを扱うエネルギー市場と関連したシステムを示す。
【００７５】
＜計画された発電容量をモデル化するための統計的方法及び発電容量の負荷容量への分配
の確率＞
　例示の１実施態様において、生成された太陽光発電力の分配のための供給シナリオの実
装は、特定の負荷への供給のために利用可能な総資源を予測的に計画する統計的アプロー
チ、及び特定の負荷への供給のために利用可能な総資源を予測的に計画するように実装さ
れうるところの外部可変資源の両方を実装するシステムを含む。統合管理モジュール１０
１（図１を見よ）は、複数の発電設備から関連する集合化された消費者の供給負荷への集
合化された資源を割り当てることにおいて助けることができ、そして消費者へ与えられる
ところの供給負荷の特性に一致する関連する確率を設定することができる。計測システム
は、実時間ベースでの実際の生成を比較することができ、そして集合化された再生可能エ
ネルギー設備からのものも含む特定の負荷へ供給されるエネルギーの混合を監査するため
に、関連した発電設備からの実際のエネルギーの供給を計算することができる。エネルギ
ーの残量は、再生可能エネルギーに対する優先権を有しない消費者負荷についての監査の
下で分配され表示されうる。最後に、エネルギー不足が生じ、且つ調整が求められた場合
に、調整方法は、優先アカウントについての不足を解消するように、且つ潜在的に負荷へ
の供給事項に関する制約を予測ベースで修正するように実装されうる。
【００７６】
　図１は、発電設備（例えば１０２）の集合１００を示しており、その各々は様々な、容
量、場所、電気接続システム、及び一般に据え付けられたエネルギーシステムの技術的仕
様の全てを含む別の情報を有し、且つ各々は、自身の仕様から規定されたそれ自身の統計
的出力、及び計測されうる又は予測ベースで計画されうるところの可変外部情報を有して
いる。この外部データは、好適に取得されることが可能であり、そして回帰は、そのよう
な外部情報の全ての過去の統計的変数を定めるように実績ベースで実行されうる。これは
、時間枠に分割された発電時間プロファイル、平均、モード、メディアン、及び他の関連
する統計的変数を含む。
【００７７】
　図１はまた、異なる分類（例えば１０６、１０８）に分けられた複数の消費者負荷（例
えば１０４）を示す。様々な分類１０６、１０８は、それらの供給契約において具体化さ
れたように消費者要求の集合の特性と関連させられ、且つ消費者の保証された最小の再生
可能エネルギー要求の形でありうる。消費者は、供給されるべき彼らの負荷の総消費容量
を示す彼ら自身の需要プロファイルに平等に関連付けられうる。消費者のための供給配置
は、間欠性発電設備１００からのエネルギー、及び二次資源１１０からのエネルギーを含
む。例えば、二次資源１１０は、卸売エネルギープール又は１以上の燃料で動く燃焼発電
機を含みうる。
【００７８】
　供給事項に関する負荷（例えば１０４）への関連する制約が妥当でありうるように、分
析を行うこととして、方法の第１工程は、時間にわたる発電容量を示す確率分布、時間に
わたるエネルギー需要を示す確率分布、及び確率的な需要の分布の、特定の集合確率に対
して個々に認証されうる関連する分類への分割、を形成するものでありうる。
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【００７９】
＜供給負荷の優先権アクセスへの分割及び導入レベル＞
　図１は、消費者負荷（例えば１０４）の供給の２つの特別の例示の分類１０６、１０８
、及び当初の分割の分類１０６、１０８に対してその内部に示された別の分類（例えば１
１２、１１４）への分割を示す。上位レベルの分類１０６、１０８は、発電設備群１００
エネルギーのエネルギー消費者負荷需要にわたる分割を形成するよう用いられる。この実
施態様における分類１０８は、発電設備群１００から導かれたエネルギーへの優先権を持
たない分類１０６内の消費者負荷（例えば１１６）とは違って、発電設備群１００から導
かれたエネルギーへの優先権を有する消費者負荷（例えば１０４）である。ここで優先権
は、例えば、消費者が供給に混合されるエネルギーの最小の量を要求し、且つそうである
から発電設備群１００からのエネルギーの一部分が、その負荷需要の特定の制約を満たす
ように確保されるべきであることを意味する。優先権内の何れか個々の分類（例えば１１
４）に関して、妥当性は、その集合１１４の総需要が、供給評価の時点でオンラインであ
る全発電設備群を考慮する全発電設備群１００に対して、優先権分類１０８下の全負荷（
例えば１０４）を考慮して実行されなければならないと考える。
【００８０】
　これら発電設備群１００がクリーンな再生可能電気（例えば間欠性の太陽光発電の発電
機から得られるようなもの）を供給することを仮定すると、この優先権分類１０８は、様
々なパラメータ（例えば、再生可能エネルギー導入率、太陽エネルギー利用率の最小百分
率等、以下により詳しく記載する）で仕様化されうる再生可能電気の最小量を要求する消
費者に関係し、及び非優先権分類１０６は、再生可能電気の最小量を要求しない消費者に
関係する。分類パラメータは、再生可能エネルギー導入率、負荷に混合されたクリーンエ
ネルギーの割合、特定の時間枠に割当てられたクリーンエネルギー量、所与の日、月、年
におけるクリーンエネルギーの特定の量での最小数値（例えば「年毎の少なくとも１０Ｍ
Ｗｈクリーンエネルギー」）を含み得るか、又はエネルギープールの供給及び需要特性を
指す二次エネルギー市場における需要の変動に対する、再生可能エネルギー源から得られ
るエネルギーの混合に関連する相関値として、同様に記載されうる。
【００８１】
　消費者負荷（例えば１０４）は、こうしてこれら負荷への供給に関連した制約を表すた
めに分割される。例示の１実施態様における供給割当てメカニズムの下で、供給期間で利
用可能である間欠性の発電容量の総計が、シミュレーションされ、モデル化され、又は別
の仕方で統計的に導かれる。全体発電プロファイルはその後、優先権負荷（例えば１０４
）の制約の全てが先ず満たされるような仕方で、計画された消費者負荷（例えば１０４）
の需要へ割当てられる。
【００８２】
　１つの実施例において、供給需要は、個々の負荷が、自身の総需要プロファイルに基づ
いて評価されるように分析され、その後、２つの広い分類に分割される。広い分類は、間
欠性の資源への優先権のある消費者負荷需要、及び間欠性の資源への優先権のない消費者
負荷需要を指す。細分類は、その後、分類内部で同定されうる。各細分類の総確率的需要
は、その後、形成され、そしてこれらの負荷に関連する１の又は複数の制約が形成される
。各供給制約の統計的妥当性が、その後、制約の全ての部分集合及び確率的な集合化され
た発電設備群の発電分布プロファイルを考慮して計算される。供給契約及び異なる実施態
様における調整における方法の残りは、以下に記載される。
【００８３】
＜集合化された間欠性発電の関連する負荷需要への割当を満たすこと＞
　消費者の優先権の分類は、発電設備群１００と関連する消費者負荷（例えば１０４）の
主要な分割を形成する。ここで、優先権を付された消費者負荷（例えば１０４）の優先権
の制約を越える、発電設備群１００によって供給された何らかの残りのエネルギーの過剰
は、優先権を有しない負荷（例えば１１６）へ供給される。これら優先権負荷（例えば１
０４）は、それに対して電気供給が少なくとも最小レベルで達成されなければならないと
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いう厳しい制約を形成する。そうであるから、決定された予測確率密度プロファイル又は
集合化された発電設備群によって利用可能である総エネルギーを示すところの別の定量的
因子（例えばモンテカルロ・シミュレーションを用いて為される）は、消費者負荷要求に
よって課される且つ特定のセット内の消費者負荷の確率密度関数に実体化される多数の制
約を満たすように優先権を付けられる。
【００８４】
　間欠性発電設備群１００の任意の残りの発電容量は、その後、これら発電設備群１００
への優先権アクセスを持たない負荷（例えば１１６）へ割当てられ、又はより詳しく記載
された調整方法の間の実績監査の間の使用ために割当てられうる。これは、実績ベースに
基づき為されうる。ここで、実際の負荷需要及び間欠性資源からの実際の供給の監査１１
８が計測され、そして制約が検証される。追加すると、実績監査の間に、制約に合わせる
上での何らかの不足が、これらの不足を満たすための何らかの残りの資源を供給すること
によって、満たされうる。
【００８５】
　査定された調整手続きの後の残余の電力は、優先権のない負荷（例えば１１６）へ混合
される。このエネルギーは、幾つかの異なる仕方で優先権のない負荷（例えば１１６）へ
混合されうる。例えば、優先権のない負荷（例えば１１６）の全ての総集合化需要が、設
定されてもよく、そして、特定の制約を反映するためにこれら負荷（例えば１１６）へ割
当てられた残りのエネルギーが、これら負荷（例えば１１６）への再生可能エネルギーの
導入レベルとして設定されうる。これは、負荷の最大エネルギー需要期間に比較して、負
荷（例えば１１６）へ分配されるところのエネルギーの或る量を含むであろう。代替的に
、この残りのエネルギーは、その負荷によって消費されるエネルギー量に関係なく、総負
荷によって分割されうる。このような仕方で各負荷は、再生可能エネルギーの同量を獲得
するが、それぞれの負荷消費内で再生可能エネルギーの混合の異なる百分率をそれぞれに
有する。
【００８６】
　この上述の方法の容易化のために、図２は、間欠性エネルギーを供給する全ての発電設
備群の集合の確率密度関数の形成の実施態様を示す。図２ａ）は、１日内の個々の発電設
備２０１～２０３からの出力を示す。図の各々は、何れかの所与の日の出力が様々な特性
を示しうることを示す。データは、この例では離散的時間枠において提示されている。そ
のようなシステムの組み合わせは、確率密度分布関数（ＰＤＦ）（その１例が図２ｂ）に
示されている）へ導きうる。
【００８７】
　図２ｂ）は、集合化されたエネルギー生成プロファイルのために、最終のＰＤＦ２２２
が、３つの鍵となるレベル２０３～２０５と関連させられうることを示す。ＰＤＦ２２２
は、様々な時間周期にわたる出力を表示しうる。例えば、年毎の、月毎の、日毎の周期な
どである。時間周期が短くなると、ＰＤＦ２２２は、より変動性の分布プロファイルを示
し、一方、時間周期が長くなると、それは平均的なＰＤＦ（曲線２０８）へ収束する。Ｐ
ＤＦ２２２はまた、連続変数を用いて決定されうるか又は離散的変数を用いて決定されう
る。エネルギー市場が、その間に交換が為される特定の時間枠を仮定して取引をするとき
、離散時間間隔は、この時間枠を仮定して評価されうる。ＰＤＦ２２２は、特定の期間内
の出力のより低いレベルを仮定して評価されうる最小レベル２０５、及び再生可能エネル
ギー資源が最小化され且つ電力システムの最適出力が仮定されるところの時間の間の発電
設備群と関連した制約された総電力出力であるところの最大レベル２０３を表示しうる。
この最大出力レベル２０３はまた、電力システムが稼働する数年にわたる電力システム劣
化の主要因であると仮定されうる。
【００８８】
　供給制約が評価されるとき、それは、最大ＰＤＦ、最小ＰＤＦ、及び平均ＰＤＦ、（曲
線２０７、２０９、及び２０８をそれぞれ見よ）の全てに対して評価されうる。これは、
が、実績監査方法の間の調整の実行を実装するとき用いられうる幾つかの追加の量を評価
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することを可能にする。電力事業者は、例えば、平均及び最大シナリオの全てにおいて非
優先権負荷へ供給されうるエネルギー量を評価することができ、そして最小ＰＤＦ２０９
の仮定の下で、低レベルでエネルギーを非優先権負荷へ割当てるための供給を設定するこ
とを試みることができる。または電力事業者は、それらがより頻度高く、平均ＰＤＦ２０
８に近い非優先権負荷へのエネルギー混合のための供給を上げることによる実績による調
整実行におけるエネルギー混合のための供給をすることを必要とすること仮定することが
できる。この後者のシナリオにおいて、優先権負荷において生じる不足は、最小ＰＤＦ２
０９決定でよりも、平均的ＰＤＦ決定の最も近くで生ずる。この方法を用いて、電力事業
者は、負荷への制約が満たされない制限された確率が存在するように、消費者負荷需要へ
の供給制約の保証並びに監査方法及び調整方法の両方を提供するよう定量的に準備される
。
【００８９】
　要約として、消費者負荷プロファイルへ供給される間欠性エネルギー量の定量的な決定
に関して提供されるべき制約は、発電設備群のＰＤＦ２２２を用意し及び様々なシナリオ
レベルでのＰＤＦ２２２を試験することによって評価され、それから供給のための発電機
からの資源を相互に並行である制約の特定の集合へ割当てる。制約は、実績監査が実施さ
れる実際の計測に対して評価され、そして何らかの不足の調整が実行される。その後、監
査は、消費者が、彼らの特定の要求に基づいて電力事業者から獲得した間欠性の再生可能
エネルギーの提供に関して確証を得るように公開される。制約されないことを要求したこ
れら消費者は、間欠性の資源への優先権を持っていないと考えられ、そして実績監査手続
き及び実績調整手続き残りのエネルギーと関連するエネルギー量を得ることができる。
【００９０】
＜確率的発電容量を形成する集合化された発電設備からの供給の統計的基礎＞
　集合化された発電設備のＰＤＦ２２２を決定するために、それぞれの発電設備の出力及
び電気的性能を示す性能比率（ＰＲ：Performance Ratio）が、用いられうる。発電設備
群は、据え付け設備を含む物的構成要素及び装置の全ての電気パラメータを含む設備の仕
様の全てと関連している。さらに、局所的な因子が考えられうる。例えば、妨害物の近く
に位置する据え付け設備は、日中の時間の特定の影による損失を有する。この発電設備は
、それぞれ異なる出力ＰＤＦを有することが知られ、そうであるから、集合化された発電
設備群の最終のＰＤＦ２２２は、それらの特定の性能判定基準を考慮して正規化された個
々の発電設備全ての統合であるＰＤＦ２２２である。設計パラメータ、仕様、及びそれら
以外の性能評価を示す良好な文献は、Antonio Luque (編集者) 及び Steven Hegedus (共
編集者)による, Handbook of Photovoltaic Science and Engineering 2ndEdition, Wile
y 2011 (ISBN: 978-0-470-72169-8)]である。我々は、特定の場所でのそれぞれのＰＤＦ
を決定するのに用いられうる関連する点のいくつかを議論する。ここで、集合化された発
電設備群全体のＰＤＦは、その後より正確に公式化されうる。
【００９１】
　新しい発電設備のスイッチを入れる又は試運転の時間は、発電設備群のＰＤＦの決定に
おいて動作不能にされうる。例えば、関連する損失因子、局所的な性能評価、及び据え付
け設備の電気仕様と併せて、新しい発電設備の構築の公知の期間は、電力事業者がこの発
電設備の出力を長期間にわたって公式化することを可能にする。そのＰＤＦは、集合化さ
れた発電設備群ＰＤＦ２２２に、将来時点で加えられことが仮定されうる。一度、このシ
ステムが構築され、エネルギー計器を介してエネルギーを出力すると、スイッチを入れた
時刻から始動する資源として集合化された発電設備へ供給することが考えられうる。これ
らスイッチを入れられた新しい発電設備の劣化は、試運転の日から始めて将来まで評価さ
れうる。発電設備群はまた、エネルギーシステムの保証を構成しえて、失敗の最小レベル
が、保証に基づいて定量化されうる。例えば、太陽パネルの保証は、通常は、年間当たり
の劣化の最小量を仮定するが、そうでない場合は部品が交換されうる。
【００９２】
　図２ａ）は、それぞれ単一の発電設備からのそれぞれの計測された出力２０１～２０３
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を示す。分かるように、特定の時刻でそのような間欠性の発電設備の出力は制限され、一
方、平均出力は外部変数（例えばシステムの場所での日照量）への相関によって分類され
る。発電設備はまた、特定の発電設備の容量に基づく発電設備からの最大出力によって特
徴付けられうる。
【００９３】
　図３ａ）～ｃ）は、同じ電力網に連結された３つのそれぞれの発電設備の出力を表示す
る３つの独立の計測３０１～３０３を示す。分かるように、エネルギーの発生の間欠性が
、システムのインバータで計測された電気出力の変動によって観察される。プロットの水
平軸は、単年度の日及び１年間のデータスパンを示す。垂直軸は、１日の時間及び２４時
間のスパンを示す。それぞれのシステムの出力は、灰色目盛りの目盛りバーによって示さ
れている。
【００９４】
　集合化された発電設備のＰＤＦ、又は特定の供給負荷制約をカバーするように確保して
おかれた発電設備の割当てのＰＤＦは、特定の時間間隔で評価されうる。市場の時間間隔
は、取引と決済が行われる間の間隔を規定しうる。こうしてＰＤＦは、エネルギーの取引
と決済が、それら市場の現金の流れを反映する確率として正確に反映されうる特定の市場
において用いられるのと同じ間隔を用いて公式化されうる。
【００９５】
　ＰＤＦは、設置場所の熱損失評価の１日の時刻、及び日影損失評価の１日の時刻を反映
するように生成されうる。これら２つの因子は、特定の発電設備の総出力の正確な表示を
与える。全発電設備群の間の１日の時刻は、１つの方法であり、そこでは発電設備群のそ
れぞれのＰＤＦの全てが、集合化された発電設備のＰＤＦに計算されうる。
【００９６】
＜確率的需要容量を形成するための消費者供給負荷の統計的基礎＞
　消費者負荷のＰＤＦは、消費者負荷需要が計算されうるように同様に定式化される。し
かし、これら消費者負荷需要はまた、消費者が彼らの供給契約において満たされ且つ保証
されるように要求する制約に基づいて分類内にソートされうる。消費者負荷は、消費者の
過去の歴史的なエネルギー消費を見ることによって決定されうる。これが利用可能でない
場合は、建物の意図された活動度及び負荷の推定されたサイズが、需要プロファイルを定
式化するために用いられうる。これらＰＤＦは、連続確率密度の離散時間間隔を用いて形
成されうる。離散時間間隔を用いるケースは、時間間隔がコモディティ（例えば、電気の
先物又はスポット市場、又は決済の時間期間）としての電気についての市場の取引間隔の
それと一致することを可能にする。
【００９７】
　図４ａ）は、代表的な消費者負荷ＰＤＦ４０１を示す。それはさらに、エネルギー網の
ための配電盤又は他の電気接続ギアで建物に物理的に流入しうる電気の最大量４２２によ
って特徴付けられる。この負荷プロファイルは、まれにしかゼロにならず、建物が常時い
くらかの電気を消費し、従って図４ａ）に示された電気の最小量４３３を与えられる。図
４ｂ）は、建物のエネルギーの計測された平均の１日のプロファイル４０２を示し、図４
ｃ）は、負荷のプロファイルの年間の統計的変化のチャート４０４であり、そして図４ｄ
）は、１年にわたる年間負荷プロファイルの地図４０６である。図４ｄ）において、水平
軸は、１年の日であり、そして垂直軸は、１日の時間である。目盛りバーは、建物におい
て消費されたエネルギー量を示す。
【００９８】
　建物の需要プロファイルを反映するデータを得ることによって、ＰＤＦは、その消費者
負荷需要について形成されうる。特定の消費者が要求した制約が、負荷が変化しうるエネ
ルギーの具体的な定量的な量を発電設備群から供給されなければならないことを反映する
ように追加されるとき、期待値は、発電設備群１００の資源１２０を負荷の制約の方に割
当てることのＰＤＦと消費者負荷需要のＰＤＦとの両方を関連させることによって計算さ
れうる。そうであるから、予測確率密度関数は、具体的な消費者制約要求の確率が、数値
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として又は期待値若しくは確率としての強度として、定量的に評価されることを可能にす
る。
【００９９】
＜供給及び需要プロファイルを考慮した供給モードの統計、及び供給プロファイルのシミ
ュレーション＞
　需要に合う予測確率を評価するための制約の定式化は、間欠性の発電設備群１００から
の出力が、消費者負荷需要の部分を満たすように提供されるところの方法についての適格
性から決定される。間欠性の発電出力量が、再生可能資源への優先権を有する消費者負荷
需要内に提供される様々な方法が存在する。各量は、各それぞれの消費者負荷需要への資
源の供給についての制約として考えられ、そして消費者負荷需要はさらに、１を超えるそ
のような数量的制約と関連させられうる。例えば、優先権保証の統計の決定は、
　ａ．再生可能エネルギー導入レベル
　ｂ．再生可能エネルギーの混合の百分率
　ｃ．エネルギー供給プール又は二次発電資源への相関
　ｄ．供給されたエネルギーの総量（例えば１０ｋＷｈ）
の１つ以上を含みうる。
【０１００】
　再生可能エネルギー導入レベルは、再生可能資源が最大出力を提供している期間中に負
荷へ供給するエネルギー量を、関連する期間中の需要量を考慮して測定する。再生可能エ
ネルギーの混合の百分率は、正規化された総再生可能エネルギーの量であり、これは、特
定の負荷へ供給する期間にわたって積分され、関連する期間にわたる負荷需要全体によっ
て除算されたものである。この百分率は、複数の負荷若しくは個々の負荷、又は複数の発
電設備若しくは個々の発電設備に関するものでもよい。二次供給資源への相関値は、その
供給レベルの相関測定に関連する時間の間に供給された再生可能若しくは間欠性のエネル
ギーの量又は二次資源の量に関する。この二次資源は、その相対的な利用能性、その需要
及び供給レベル、又は資源の物理的利用可能性に結びついた価格によって定性的に評価さ
れうる。供給されたエネルギーの総量は、特定の期間にわたるエネルギーの特定の絶対的
生産量である。例えば、提供されるべきエネルギーの総量は、月毎の間欠性資源からのエ
ネルギーの１０ユニットでありうる。
【０１０１】
　制約の分類は、下降部分集合における各消費者負荷需要と関連付けられるべきであり、
そして、複数の発電設備の集合化を仮定する総確率的発電容量に対して評価される。最も
広い分類は、上述のような部分集合についての様々な量に対応付けられた消費者負荷優先
権である。全ての制約を満たすことの確率を決定するために、定量化された制約の全てが
、確率的発電容量の利用可能性を考慮して評価される。例示の１実施態様において、統計
的発電容量の利用可能性の最大、最小、及び平均はまた、上で図２及び３を参照しつつ記
載された、消費者負荷需要制約を提供するために利用可能な資源の潜在的量を評価するよ
うに、好ましくは実装される。
【０１０２】
＜卸売の供給と需要の統合＞
　図５において、金融市場を包含する二重供給システムの場合が示されている。消費者負
荷需要Ｌは、発電設備Ｇからの物理的に利用可能な間欠性の太陽エネルギー及び卸売プー
ルＰによって供給されうる。エネルギーは、卸売プールＰを介して負荷Ｌへ供給されえ、
一方、発電設備群Ｇを通して導き出さられるべきエネルギーを要求する何らかの制約は、
割当及びシステムを監査すること及びここに記載されたことによって計算されなければな
らない。当業者なら理解しうるように、二次供給資源が卸売エネルギー市場の形を取ると
き、発電設備群Ｇは、卸売市場Ｐの価格については余剰になり、そして、二次供給資源が
卸売エネルギー市場の形を取るとき、特定の固定価格で供給される負荷Ｌは、卸売市場Ｐ
に対しては不足する。
【０１０３】
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　図６は、上で詳細に記載されたように特定のエネルギー市場の実際の卸売エネルギー日
を示す。この市場の供給と需要における変動は、エネルギー市場のプロファイルを反映し
、そして、離散的又は連続的な確率分布関数（ＰＤＦ）の両方によって定量的に表示され
ると考えられうる。特定の卸売市場データは、より高いエネルギー需要、ひいては日中に
より高いエネルギー価格を示す。
【０１０４】
　図７は、図６に提示されたような供給シナリオによって表されたように、発電設備Ｇを
通して負荷Ｌに対するエネルギーの相殺を確立する１の方法を示す。これは、上で又はシ
ンガポール国特許出願第10201406883U号に記載されており、この内容は引用することによ
って本明細書に組み込まれる。
【０１０５】
＜エネルギープールの供給と需要へ曝すこと＞
　図８は、ピークエネルギー相殺供給シナリオを描いている概略図を示す。ここで、卸売
エネルギープールから得られた基礎負荷エネルギーは、消費者へ渡され、供給負荷は、例
示の１実施態様における最適化された再生可能エネルギーの導入シナリオの下での太陽光
発電エネルギーの供給によって、相関からピークエネルギー需要の期間までの卸売市場の
変動性から切り離される。ここで、図８ａ）は、仮定された負荷需要プロファイル８００
を示す。図８ｂ）は、集合化された発電資源群１００又は専用の資源１２０（図１と比較
せよ）の確率密度分布８０２を示し、図８ｃ）は、専用の発電設備１２０の様々な仮定さ
れたＰＤＦを組み込む修正された負荷プロファイル８０４、即ち卸売エネルギープールか
ら得られるべきである修正された需要である。図８ｄ）は、ピーク需要８０８の集合化さ
れた間欠性のエネルギー資源の供給プロファイル（図８ｂ）の集合化された発電設備の確
率密度分布８０２と比較せよ）への相関を示す特徴的卸売プール需要プロファイル８０６
を示す。当業者によって理解されるように、卸売プールの価格決定は、卸売プール需要プ
ロファイル８０６を実質的に映している。これは、負荷をエネルギープール供給へ曝すこ
とは、卸売プール市場からのエネルギーの購入価格が、他の期間中（例えばピークから離
れた期間中）よりも高いと予測される期間中、有利的に減らされることを意味する。
【０１０６】
　図６は、需要と供給の変動による、エネルギープール供給需要レベルと、それに関連す
る上記エネルギープールでの価格変動との図を示す。この場合、プールのエネルギーに対
する需要と価格の両方が上昇している間、日中の相関関係を見つけることができる。間欠
性の発電設備からのみでは供給することができない消費者負荷需要の要求を満たすための
二次発電源として、プールは、二次供給源を含みうる。
【０１０７】
　そのような場合に、電力の消費者負荷需要は、図５の矢印Ｃで示されたように、卸売プ
ールによって直接的に供給される一方、間欠性のエネルギー生成は、権利の割当及び指定
を計量することによって勘定に混合される。この関係を通して、いかなる制約も形成され
、且つそれら制約が満たされることを検証するために、監査が実施される。間欠性の発電
は、図５の矢印Ａでプールへ依然として直接的に提供されてもよい。
【０１０８】
　図５は、発電（Ｇ）、エネルギープール（Ｐ）、消費者供給負荷（Ｌ）の配置を示す。
負荷のメーター読み取りの間に、発電機のメーターでの読み取りが関連付けられる。すべ
ての計測の監査は、本明細書に記載されているように実行される。エネルギー製品（生産
物）の供給制約を考慮して、エネルギープールの統計はまた、構造化されたエネルギー製
品を生成する際に、考慮に入れうる。そのような製品が以下に記載され、エネルギープー
ルの統計はここで記載される
【０１０９】
＜エネルギー供給製品クラスの仕様＞
　消費者負荷需要プロファイル及び消費者制約に関連するエネルギー消費者へのエネルギ
ー供給構成要素の定式化は、集合化された発電設備群のＰＤＦによって時間にわたって生
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成され且つ表わされる利用可能なエネルギーを考慮に入れることができる。据え付けられ
る新システムは、消費者に統計的に供給可能であるエネルギー量を正確に表わすように、
ＰＤＦに追加されよう。消費者のエネルギー需要の残りの部分は、もし間欠性の供給源か
ら全てを作ることができないときは、二次エネルギー源で補なわれうる。二次供給源は、
燃料を使用する代替発電機であってもよく、また金融市場（例えばスポット市場又は先物
市場）であってもよい。
【０１１０】
　電力供給のために形成される供給制約の第一の形態として、間欠性発電機からの供給の
特定の値は、予測と実績との両方に基づく、発電の時間プロファイルと需要消費の時間プ
ロファイルとの比較によって導かれうる。次に、最小量は、間欠性の資源からの負荷への
供給を特徴付けることができ、例えば、これら最小レベルは、負荷での総消費量を構成す
る間欠性のエネルギーの絶対的な割合、間欠性の発電機の時間プロファイルと負荷消費の
時間プロファイルとの間の相互相関値、間欠性のエネルギー資源の負荷需要への最大導入
レベル、又は一定期間（例えば、通常は1日）にわたる発電プロファイル特性の負荷プロ
ファイル特性に対する相対的な決定、であってもよい。
【０１１１】
　特定の負荷に対する専用の間欠性の資源が特定されるところでは、追加の供給形態が実
施されうる。例えば、これは、電力網上に設置された２台の専用の間欠性の発電機、及び
第３の発電機からの電力の１／４でありえる。その後、負荷は、負荷への専用の資源を利
用することによって提供され、一方そうでなければ、二次資源（例えば卸売エネルギープ
ール）を介してエネルギーを導き出すことによって、１の又は複数の負荷への何らかの供
給不足を埋め合わせる。そのようなシナリオにおいて、間欠性の発電は、エネルギー源の
時間プロファイルと負荷需要の時間プロファイルとに基づいて相互に関連付けられたのと
同じ量の需要を少なくとも補うことができる。
【０１１２】
　別の供給モードは、特定の時間に負荷に必要とされる、より多くの間欠性の発電量を得
ることを含むことができ、発電機の導入率が負荷要求を十分に上回る。このようなシナリ
オでは、供給を超えて生成される余剰エネルギーは、電力を交換するか又は先物契約を利
用する製品を用いて、夜間のタイムスロットに売却されうる。余剰エネルギーは、間欠性
の発電が負荷需要へ物理的に供給できない期間に前倒しで取引されうる。このシナリオに
おいて、間欠性のエネルギーの大きな割合が、エネルギー貯蔵システムを必要としない負
荷供給を構成しうる。目標は、負荷需要の１００％が間欠性の発電により満たされるよう
なものである。このシナリオにおいて、負荷は優先権として設定され、負荷に供給するよ
うに設定された専用の間欠性の資源は、総発電が総供給になりうるように規模を決められ
る。負荷需要が間欠性の発電機の供給を下回っている期間における余剰は、負荷需要が間
欠性の発電機の供給を上回っている期間内で取引される。このシナリオにおいては、実績
ベースに基づいて、負荷への１００％の供給の構成が検証され得、一方、間欠性の発電機
の残りのエネルギーは、その後、低い優先権の負荷に混合されうる。
【０１１３】
　上記エネルギー管理システム及び物理的な統合メカニズム、並びに間欠性の性質の物理
的発電設備１００、１２０、１０２、及び二次資源（例えば、二次発電機、又は卸売又は
先物エネルギー市場）を含む資源へのアクセスが与えられると、様々な製品パッケージが
、特定の特徴を伴って実施されうる。製品パッケージの特徴は、定量的な制約の形態で表
現され得、本明細書に記載されている何らかの要求される制約を検証するための供給方法
と監査方法は、一定期間にわたる供給と監査の方法を実施するために使用されうる。
【０１１４】
　製品の特徴は、量と特徴を反映することによって形成されうる。特定の消費者負荷の特
定の特徴のリストは、以下で説明され、一方、特徴がエネルギー消費者に提供されるとき
に、特徴は、分類セットに後でグループ別けされてもよい。エネルギー消費者がエネルギ
ー供給量を受け入れると、供給制約を消費者負荷の分類及びＰＤＦの集合として形成する
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手順が、設定される。
【０１１５】
　目標消費負荷に対する供給モードの分類又は特性として導入されるところの量又は特徴
は、以下のように１つずつ記載される。
　１．太陽光発電への優先権：
　　　ａ．フィールド：２値
　　　ｂ．値：「はい」又は「いいえ」
　　　ｃ．説明：優先権は、制約によって定量化されるように、発電設備への消費者負荷
需要のアクセスに優先権を付ける制約を意味する。これは、消費者への供給のための太陽
電気供給の保証された量として、発電設備が太陽エネルギー発電機である形態をとる。消
費者によって優先権が必要とされない場合、消費者負荷需要プロファイルは、提供される
太陽光の量を保証することを必要としない。
　２．最小の太陽エネルギーの百分率：
　　　ａ．一定期間にわたり総負荷消費によって除算された負荷への総間欠性供給から得
られた消費者負荷需要のＸ％として表現されたもの、
　　　ｂ．説明：消費者負荷需要プロファイルに関して絶対的に要求される太陽エネルギ
ーの最小百分率。
　３．導入率：
　　　ａ．発電設備からの最大出力に対する最大需要の比率としての、消費者負荷需要プ
ロファイルの割合Ｘ％として表される。
　　　ｂ．説明：太陽光発電プロファイルに対する負荷プロファイルの相関としての目標
比率。
　４．相関係数として最適化された導入率：
　　　ａ．ＳＥエンジニアは、卸売の変動性を構成する導入率を最適化した。
　　　ｂ．説明：導入率は、図６に示されたように卸売エネルギープールのような二次資
源への負荷需要プロファイルの暴露を低減するところの間欠性のエネルギーの最適レベル
を形成するように導かれる。卸売エネルギープールに対する負荷の相関は、付加へ供給す
る間欠性のエネルギー発生器の専用量を仮定して評価される。このシナリオにおいて、卸
売市場時間プロファイルに対する負荷の時間プロファイルの相関を減らすように、専用資
源が実装される。
【０１１６】
　そのような実装を使用して、特定の製品分類が形成されうる。例えば、エネルギー消費
者の負荷は、間欠性の発電の一定量と卸売エネルギー市場からの残りのエネルギーとによ
って提供されうる。電力事業者が上記のオプションを導入したとき、エネルギー負荷は、
使用される代替資源に関して供給される間欠性のエネルギーの量とそれ自身の需要消費を
反映する様々な形態の分類を満たす様々な供給特徴を得ることができる。
【０１１７】
＜ＣＦＤを通すこと又は長期及び短期エクスポージャーの間の価格移転＞
　例示の実施態様における供給契約は、発電設備からの再生可能エネルギーを負荷に割り
当てる。供給者は、発電設備の間欠性のために、二次供給源からの追加エネルギーを常に
購入することが期待されうる。図５は、発電設備（Ｇ）、消費者負荷（Ｌ）、及びエネル
ギープール（Ｐ）の間の関係を示す。負荷はエネルギープールから供給され得、発電はエ
ネルギープール内に分配される。このようなシナリオにおいて、このプールにエネルギー
を投入する様々な別の発生源の力にも面するエネルギープールの需要と供給とにおける変
動が、価格決定に影響を及ぼす。発電機の価格の何らかの変動を是正するために、価格移
転又は再生可能エネルギーの権利の購入は、発電機Ｇと負荷Ｌへの供給者との間で実行さ
れうる。これは、発電機が、例えば卸売市場のような変動しやすい市場価格よりもむしろ
消費者負荷への取引量から価格決定を組み込むことを可能にする。
【０１１８】
　エネルギープールに加えて、もし電気先物市場が先物分配を提供しているならば、二次
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的供給が、先物市場においても得られうる。この契約は、実際の分配により決済されるで
あろう。ＨＳＦＯ、Brent、又は市場で取引されているその他のエネルギー関連保険を含
む様々な保険契約が、価格設定を十分に固定するために使用されうる。これは、様々なリ
ソースが、顧客の負荷への二次供給源を形成するために使用されることを可能にする。
【０１１９】
＜監査と報告の方法論＞
　エネルギー供給を監査するために、オペレーションセンターが、例示の実施態様におい
て、発電機からのデータと供給負荷からのデータの両方を収集するために採用されている
。複数の発電機及び複数の負荷に関連する電力網上のエネルギーの流れは、適切な収益等
級エネルギー計を用いて計測されるであろう。この情報は、監査のために中央サーバ又は
別の情報システムで収集される。このようなオペレーションセンターを実現するために使
用しうる中央サーバシステムの一例は、シンガポール国特許出願第10201502972V号に記載
されており、その内容は参照することにより本明細書に組み込まれる。監査は、負荷への
供給期間にわたる実際の発電量と、それらの期間にわたる実際の負荷需要を比較し、それ
らの負荷に供給される再生可能エネルギーのレベルを確認することができる。これらのレ
ベルは、それら消費者負荷に適用された制約条件に対して評価され。これらの消費者負荷
に割当てられた間欠性の発生源からの再生可能エネルギーの量を表すその他の数値情報が
計算され、サーバに保存される。
【０１２０】
　透明な監査を実施する上で、これら消費者は、プラットフォームを通して監査から情報
を取得することができ、その情報を公開しうる。消費者は自分のアカウントにログインし
、アプリケーションプログラマインターフェイス（ＡＰＩ）を介して再生可能エネルギー
の総消費量情報を公表し、データを自分自身のＩＰアドレスに送ることができる。継続的
に消費者は、この情報をインターネットを介して自身のサイトに公開してもよい。消費者
がソーシャルメディアプラットフォーム（例えば、Twitter、Facebook、Googleプラス、
又は他のプラットフォーム）に監査情報を公開できるように、出版プラットフォームは、
有利的に設備を整えられるであろう。それらの情報はまた、全ての消費者情報が自発的に
発行されうる専用の出版プラットフォームに公開しうる。
【０１２１】
　発電設備の設置のために敷地内にスペースを提供する建物所有者はまた、施設内の発電
設備から計測された供給の総発電統計を公表することもできる。この場合、これらの不動
産所有者が寄与するクリーンエネルギーの量は、電力情報の生成のみに関する監査として
公表することができる。これはＡＰＩを介してインターネットにも提供されるので、情報
は財産所有者の選択のインターネットプロトコル（ＩＰ）アドレスを介して、または上で
述べたようにソーシャルメディアなどを介して掲示することができる。この意味で、総監
査は、全ての発電及び消費データが、エネルギーの消費者及び生産者の両方によって任意
に公表されるようにすることを規定している。供給制約の妥当性についての監査の結果は
また、エネルギー消費者に利用可能にされうる。
【０１２２】
＜監査における供給の調整＞
　図９は、例示の実施態様における供給割当てと監査との間の関係を表す図を示す。供給
割当９００は、特定の時間での分配への負荷の特定の制約を満たす資源の割当を決定する
ための予測である。図９において、決済は時刻ｔに行われ、決済はリアルタイムで計測さ
れる。この時刻tは、その特定の時間枠にわたって計測値を代表的な量として表すことが
できる期間（例えば、月又は他の期間）によって具現化されうる。供給制約は、好適に選
択された特定の期間を与えられて指定される。
【０１２３】
　監査９０２は、間欠性の資源からのエネルギーの実際の分配を見直すことによって、特
定の制約の計測された分配を決定し、それらを計測された供給割当と比較する後方確認プ
ロセスである。全ての制約が満たされている場合、供給の調整は求められない。監査が供
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給制約と実績監査での実際に計測されたエネルギーとの乖離を明らかにする場合、調整方
法が導入される。
【０１２４】
調整９０４は、優先権負荷に割り当てられた資源内には設定されなかった追加のエネルギ
ーを取得することを含む。これは、優先権を持たない負荷に割り当てられる資源の量を削
減する。優先権を持たない負荷が間欠性の資源からエネルギー割当てを受け取らないとい
う限度まで、制約に関するすべての不足を補って、調整は完了する。
【０１２５】
　エネルギー不足がまだ残っている場合、不足分を補うために発電設備の追加の設置が為
される。進行中の方法として、関連する制約を有する優先権負荷と、関連する制約を持た
ない優先権のない負荷との間で割り当てられるエネルギー分配のバランスが、継続的、経
時的に評価される。新しい制約が設けられ、新たな発電設備が設置されると、図２を参照
してＰＤＦ（例えば、上述したようなＰＤＦ２２２）から決定されたバランスは、間欠性
の再生可能エネルギー資源のための市場における需要の量に依存して、測定された監査プ
ロセスを通じて制約を満たす可能性が高いという確かなコミットメントが、特定の設定さ
れた確率（例えば、９９％、９９．９％、９９．９９９％・・）よりも大きいように調節
されうる。
【０１２６】
＜１実施態様による方法としての監査及び供給方法の概要＞
　図１０は、１実施態様による集合化された発電設備と複数の負荷との関連付けのための
統計的供給システム及び監査の方法論を形成する方法を示すフローチャート１０００を示
しており、以下の工程を含む：
　　消費者負荷要求を確立すること、及び関連する制約を取得し又は調整すること、及び
消費者負荷需要と間欠性の発電設備資源とのＰＤＦを計算すること、及び発電供給のＰＤ
Ｆを計算すること；１００２。
　　消費者負荷を優先権の有る消費者と優先権のない消費者とに分割すること、及び1以
上の同様の量的制約に関連する負荷の制約及び部分集合の分類を形成すること；１００４
。
　　優先権負荷への供給の確率を計算すること、及びそれを高い確率（例えば、９９％、
９９．９％、９９．９９９％など）で確立すること、これらの負荷は間欠性の供給資源か
ら再生可能エネルギーの一定量を取得し、契約によって課せられた他の全制約が予測ベー
スで得られる；１００６。
　　オプションとして、（１００２で計算されたように）供給の利用可能性に応じて継続
的に優先権と非優先権との設定を調整すること；１００８。
　　オプションとして、（１００２で計算されたように）供給に基づいて新しい発電設備
の設置を調整すること；１０１０。
　　時刻ｔにおける消費者負荷への分配；１０１２。
　　特定の負荷の時間プロファイルに対して特定の負荷制約を与えるよう専用にされた集
団化された間欠性の発電設備の時間プロファイルの相互相関として計測された実際のエネ
ルギー消費量に対して計測された実際の発電量を監査すること、及び何らかの残りの量を
非優先権の負荷まで割り当てること；１０１４。
　　消費者負荷の制約に違反した場合には、消費者に追加の規定を割り当て、予測のもと
で供給シナリオを調整することによって上記違反を補完し、次に消費者負荷要件及び制約
を設定すること（１００２参照）；１０１６。
　　供給レベルを表す様々な測定量又は変数の公表と、監査から公共通信チャネルへの消
費者負荷供給制約の検証を提供すること；１０１８。
　　工程１０１４の計測結果に基づいて特定の負荷制約への供給のために確立された専用
の間欠性資源の量を調整しながら、継続的に（例えば、毎月若しくは毎日（新しい発電設
備及び新しい消費者負荷の設定について）、又は毎分など）方法の工程１００２～１０１
８を実行すること；１０２０。
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【０１２７】
＜例示の１実施態様における情報システム技術アーキテクチャ＞
　サーバアーキテクチャは、特定の場所／地域にわたって、例えば、都市、国、又は世界
にさえもわたって複数の場所に設置されたように、分散された大規模なソーラー発電機の
集合を用いて好ましくは動作を処理するように確立されるべきである。あるいは、この同
じアーキテクチャは、都市ごとに複数回実装されてもよく、個々のサーバが互いに通信す
るための余裕を追加して、様々なサーバ及び／又は様々な都市からの情報をユーザが比較
し公開することができる許可されたアクセス。サーバへの全ての接続は、例示の実施態様
ではインターネットを使用して行われ、データを安全に保つために何らかの形で暗号化さ
れている。アーキテクチャが解決するところの主要な態様は、好ましくは以下を含む。
　　１）我々の発電機からの状態データを絶えず受け取る能力、
　　２）発電機の動作を制御し又は変更する能力の所有、
　　３）エネルギー生産量に関する監査と報告書の作成。
【０１２８】
　図１１は、構成要素を組み込むサーバ１１１１との接続の基本概要を示しており、該構
成要素は、消費者へ又は消費者によって提供される制約の満足度の計算、ユーザのログイ
ン方法、出版プラットフォーム、及び交流電力網管理者と電力システムオペレータ（ＰＳ
Ｏ）とのための通信リンク、を可能にするために実装され得る。情報技術アーキテクチャ
のこの実施態様は、エネルギー計量機器からの情報の操作及び読み取りを支援するための
ネットワーク要素を提供する。
【０１２９】
　制御ユニット（例えば１１８６要素）が、ここで説明される。制御ユニット（例えば１
１８６）は、ソーラー発電設備（例えば１１８８システム）を制御し保守するように設計
されたプログラム可能論理制御器（ＰＬＣ）を含む。1以上のそのようなＰＬＣ要素が、
特定のソーラー発電設備（例えば１１８８）の場所に設置されうる。制御ユニット（例え
ば１１８６）は、センサ（図示されず）に結合されて、電力出力、電気干渉、日光暴露に
関する情報を中央サーバ１１１１に提供し、且つ如何なる機器の故障をも表示する。この
情報は、制御ユニット、例えば１１８６（本明細書では「監視ユニット」とも呼ばれる）
から、例えばサーバ１１１１へ接続された暗号化された仮想私設ネットワーク（ＶＰＮ）
を用いてルータ（例えば１１７１）へ、そして直接的にサーバ１１１１のデータベース１
１０４へ送られる、もし接続に問題があれば、制御ユニット（例えば１１８６）は、接続
が確立されるまで状態更新を記憶し、その後、待ち状態の状態更新をアップロードする。
この実施態様では、構造化クエリ言語（ＳＱＬ）サーバ１１１１に接続されている間、制
御ユニット（例えば１１８６）はまた、実行される必要のある遠隔コマンドがあるかどう
かをチェックし、そして遠隔コマンドがデータベース１１０４に送られた順序で、又は割
り当てられた時刻署名によって、又は割り当てられた優先権によって、それらを実行する
。ルーチンの優先権及び／又はタイミングスケジュールの割り当ては、本実施態様におい
てルーチンがデータベース１１０４に送られた順序によるルーチンの実装を超えて優先さ
れるであろう。
【０１３０】
　サーバ要素１１１１が、ここで説明される。サーバ１１１１の中央コアが、ＳＱＬデー
タベース１１０４の周りに展開している。ＳＱＬデータベース１１０４の大部分に情報を
提供するところの、情報を取得するための２つの接続がある。情報は、制御ユニット（例
えば１１８６）、センサ、電力を生成する発電設備（例えば１１８８）と関連した計量シ
ステム（図示されていない）、及び二次サービス提供者１１４３から消費者負荷データ（
例えば１１１４参照）を読み取ることによって又はエネルギーメータをデータベース１１
０４に直接読み込むことによって受け取られ得るエネルギー市場の顧客データを含む。こ
の詳細情報をもちいて、サーバ１１１１は有利には、監査、課金等のような他のデータの
全てを生成することができる。監査の計算は、受信された情報が代表される期間に応じて
行われ、特に本明細書に記載の例示の実施態様による調整及び監査手順に関して、データ
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ベース１１０４は、実績ベースシナリオにおける実際のエネルギーフローを表す情報の索
引付け、及び消費者に提供された制約が、このような制約を満たすために間欠性の供給源
からのエネルギー生成を二重に勘定しないで満たされることを検証することを支援するで
あろう。
【０１３１】
　サーバ１１１１は、その制御ユニット（例えば１１８６）の全てからの接続を受けるた
めのＶＰＮサーバ１１０２に対してホストを務める。サーバ１１１１は、特定の発電機又
はシステム全体に関する情報を表示するためのウェブサーバ１１１５に対してもホストを
務める。エネルギー顧客１１６３はログインでき、彼らのために生産された太陽エネルギ
ーの状態を見ることができる。彼らは、様々なアプリケーションプログラマインタフェー
ス（ＡＰＩ）を介してインターネット１１０１上のアドレス、例えば自分のホームページ
、に消費情報を公開するオプションを選択することができ、且つまたエネルギー使用量及
び監査を他の場所にリンクされているTwitter、Facebookのようなソーシャルメディアサ
イトに公開するオプションを選択しうる。ソーシャルメディアサイトの一覧表は、網羅的
な一覧表ではなく、他の情報共有場所が使用されることもできる。屋根のスペースを提供
するか、さもなければ設置されるべき発電設備を彼らの土地上に備える消費者は、それら
の関連する発電設備からの発電データをＡＰＩを介して、及びソーシャルメディアプラッ
トフォームへ発行することを選択することができ、従って彼らは、彼ら自身のクリーンエ
ネルギーの特定の電力網への寄与を与えうる。電力事業者又は電力網管理者１１６２は、
ログインして特定の太陽発電機の出力を見ることができ、緊急時に電力を遮断する能力を
有している。太陽エネルギーインフラストラクチャ（例えばインストーラ１１６１）の運
営を担当する社員は、ログインして特定のソーラー発電機の状態を確認し、コマンドを送
信し、新しいソーラー発電機を設置する際に詳細な情報を記入しうる。
【０１３２】
　この実施態様において、サーバ１１１１が受け取る別の接続は、エネルギー市場顧客取
引サーバ１１４３からのものである。この接続は、電力会社とエネルギー契約を締結又は
終了している顧客に関する取引を受け取りうる。エネルギー市場担当者はまた、この接続
を介して顧客のエネルギー使用量（例えば、１１１４参照）についての定期的な更新を送
信しうる。太陽光発電会社は、各顧客のエネルギーがクリーンエネルギー発生設備（例え
ば、１１８８）からどのくらい来たかに関する監査を生成するために、この情報をエネル
ギー出力（例えば、１１１２）と相関させることができる。サーバ１１１１の課金構成要
素１１１３は、監査を集め、彼らが我々のエネルギーを受け取った時の詳細な情報で各顧
客に請求書を発行する。
【０１３３】
　サーバ１１１１はまた、エネルギー市場１１４４との安全な接続を行い、各太陽光発電
機が生成しているエネルギーに関する情報をエネルギープールに送信する。報告された総
出力は、各太陽光発電機の計器の出力と厳密に一致すべきである。それはまた、過剰課金
又は過少課金されていないことを確認するために使用しうる。
【０１３４】
　特定の実体への接続のセキュリティが必要な場合、例えば、電力システムのオペレータ
がディスパッチ・コマンドを送信できる唯一の実体でなければならない場合、又は電力網
管理者が切り離し要求を送信できる唯一の実体である場合、通信を保証するために証明書
の交換が実施されうる。１実施態様において、システムのセキュリティを好ましくは確保
するために、複数のセキュリティ層が適所に存在する。様々な実体とサーバ間で使用され
る接続は、セキュアソケットレイヤー（ＳＳＬ）で保護される。この接続により、サーバ
は、実体のあるシステムとのみ通信し、インターネット上の盗聴から保護される。ログイ
ンとパスワードが、アクセスのために必要である。最後に、我々は、各ユーザに許可され
ている受容されたインターネットＩＰ範囲のホワイトリストを保存する。アクセスは、正
しいログイン、パスワード、及び受容されたＩＰを持つユーザにのみ与えられる。ＩＰホ
ワイトリストは、主に、我々のシステムにコマンドを送信できる実体に使用される。これ
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らの実体は、スタティックＩＰを必要とし、サーバに接続するシステムのためのＩＰ範囲
を提供する。これらの証明書は、それらが妨害されていないことを保証するために随時更
新することができ、電力会社のサーバ側と電力会社サーバと通信している実体のコンピュ
ータの両方で実装される。
【０１３５】
　図１２は、例示の１実施態様による、電力網における電力を供給する方法を示すフロー
チャート１２００を示す。工程１２０２で、電力網に連系された集合化間欠性電源の初期
予測確率的電力供給時間プロファイルが決定される。工程１２０４で、電力網に連系され
た少なくとも1つの負荷の目標電力需要時間プロファイルが決定される。工程１２０６で
、間欠性の電源から負荷への電力供給の確率が特定の判定基準を満たすように、少なくと
も初期予測確率的電力供給時間プロファイル及び目標需要時間プロファイルのそれぞれの
部分が関連付けられる。
【０１３６】
　この方法はさらに、負荷に専用される初期予測確率的電力供給時間プロファイルの関連
部分に基づいて、更新された予測確率的電源プロファイルを生成する工程を含みうる。こ
の方法は、初期予測確率的電力供給時間プロファイル及び目標需要時間プロファイルの関
連する少なくとも部分に基づいて、負荷に対する予測確率的間欠性の電力供給を出力する
工程をさらに含みうる。
【０１３７】
　確率は、初期予測確率的電力供給時間プロファイルと目標需要時間プロファイルとの相
互相関の期待値に基づいて計算されうる。
【０１３８】
　予測確率的電源プロファイル及び目標需要時間プロファイルの少なくともそれぞれの部
分を関連付けることは、負荷の優先権レベルに基づくことが可能で、方法はさらに、集合
化された間欠性の電源の間欠性の電力生成設備の部分集合を最高の優先権負荷のために供
給するために専用にすること、及び上記部分集合を除外することに基づいて、更新された
予測確率的電力供給プロファイルを生成すること、を包含する。
【０１３９】
　この方法は、集合化間欠性電源から負荷への測定された電力供給が特定の判定基準を満
たすかどうかを判定し、測定された電力供給に基づいて実際の間欠性電力供給の負荷に対
する寄与を生成することをさらに包含する。
【０１４０】
　この方法は、負荷に関連する１つ以上の消費者制約を検証する工程をさらに含みうる。
【０１４１】
　集合化間欠性電源は、電力網に連系された１以上の間欠性の発電設備を含みうる。
【０１４２】
　特定の判定基準は、少なくとも１つの混合の百分率、少なくとも１つの導入率、少なく
とも１つの相互相関、及び二次資源と負荷との間の少なくとも１つの相関から成る１以上
のグループを含みうる。
【０１４３】
　図１３は、電力網に電力を供給するためのシステム１３００の概略図を示す。システム
１３００は、電力網に連系された集合化間欠性電源の初期予測確率的電力供給時間プロフ
ァイルを決定する手段１３０２と、電力網に連系された少なくとも1つの負荷の目標電力
需要時間プロファイルを決定する手段１３０４と、及び間欠性の電源から負荷への電力の
供給の確率が特定の判定基準を満たすように、初期予測確率的電力供給時間プロファイル
及び目標需要時間プロファイルの少なくともそれぞれの部分を関連付ける手段１３０６と
、を含む。
【０１４４】
　システムは、負荷に専用される初期予測確率的電力供給時間プロファイルの関連する部
分に基づいて、更新された予測確率的電源プロファイルを生成する手段をさらに包含しう
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【０１４５】
　システムはさらに、初期予測確率的電力供給時間プロファイル及び目標需要時間プロフ
ァイルの関連する少なくとも部分に基づいて、負荷に対する予測確率的間欠性電力供給を
出力する手段を含みうる。
【０１４６】
　確率は、初期予測確率的電力供給時間プロファイルと目標需要時間プロファイルとの相
互相関の期待値に基づいて計算しうる。
【０１４７】
　予測確率的電源プロファイル及び目標需要時間プロファイルの少なくともそれぞれの部
分を関連付けることは、負荷の優先権レベルに基づいてもよく、この方法は、集合化され
た間欠性電源の間欠性電力生成設備の部分集合を最高の優先権負荷のための供給へ専用に
すること、及び更新された予測確率的電力供給プロファイルを、上記部分集合を除外する
ことに基づいて生成すること、をさらに含みうる。
【０１４８】
　システムは、集合化間欠性電源から負荷への測定された電力供給が、特定の判定基準を
満たすか否かを判定し、そして測定された電力の供給に基づいて実際の間欠性の電力供給
の負荷への寄与を生成する手段をさらに含みうる。
【０１４９】
　システムは、負荷に関連する１以上の消費者制約を検証するための手段をさらに含みう
る。
【０１５０】
　集合化間欠性電源は、電力網に連系された１以上の間欠性の発電設備を含みうる。
【０１５１】
　特定の基準は、少なくとも１つの混合の百分率、少なくとも１つの導入率、少なくとも
１つの相互相関、及び二次資源と負荷との間の少なくとも１つの相関から成る１以上のグ
ループを含みうる。
【０１５２】
　図１４は、例示の実施態様による電力網における電力の注入及び消費を統合管理する方
法を表すフローチャート１４００を示す。工程１４０２では、ある時点での電力網に連系
された集合化間欠性電源の実際の電力供給が決定される。工程１４０４では、その時点で
の電力網に連系された負荷の実際の電力消費量が決定される。工程１４０６では、実際の
電力供給と実際の電力消費の少なくともそれぞれの部分が関連付けられる。工程１４０８
では、実際の電力供給と実際の電力消費の関連するそれぞれの部分に基づいて、負荷に対
する実際の間欠性電力供給の寄与が決定される。
【０１５３】
　この方法は、集合化間欠性電源から負荷への決定された実際の間欠性電力供給の寄与が
特定の判定基準を満たすか否かを決定すること、をさらに含みうる。
【０１５４】
　この方法は、集合化間欠性電源から負荷への実際の電力供給が、特定の判定基準を満た
すか否かに基づいて、負荷への予測確率的間欠性電力供給の寄与を更新すること、をさら
に含みうる。
【０１５５】
　特定の基準は、少なくとも１つの混合の百分率、少なくとも１つの導入率、少なくとも
１つの相互相関、及び二次資源と負荷との間の少なくとも１つの相関から成る１以上のグ
ループを含みうる。
【０１５６】
　実際の電力供給及び実際の電力消費の少なくともそれぞれの部分を関連付けることは、
負荷の優先権レベルに基づきうる。
【０１５７】
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　この方法は、残りの実際の電力供給とより低い優先権レベルの負荷の実際の電力消費と
のそれぞれの部分を関連付ける前に、実際の電力供給と最高の優先権レベルの負荷の実際
の電力消費とのそれぞれの部分を関連付けること、をさらに含みうる。
【０１５８】
　この方法は、負荷と関連された１以上の消費者制約を検証する工程をさらに含みうる。
【０１５９】
　集合化間欠性電源は、電力網に連系された１以上の間欠性発電設備を含みうる。
【０１６０】
　図１５は、電力網における電力の注入及び消費を統合管理するためのシステム１５００
を表す概略図を示す。システム１５００は、ある時点で電力網に連系された集合化間欠性
電源の実際の電力供給を決定する手段１５０２と、その時点で電力網に連系された負荷の
実際の電力消費を決定するための手段１５０４と、実際の電力供給と実際の電力消費との
少なくともそれぞれの部分とを関連付けるための手段１５０６と、及び実際の電力供給と
実際の電力消費との関連するそれぞれの部分に基づいて、負荷に対する実際の間欠性電力
供給の寄与を決定するための手段１５０８とを含む。
【０１６１】
　システムは、集合化間欠性電源から負荷への決定された実際の間欠性電力供給の寄与が
特定の判定基準を満たすか否かを決定する手段、をさらに含みうる。
【０１６２】
　システムは、集合化間欠性電源から負荷への実際の電力供給が特定の判定基準を満たす
か否かに基づいて、負荷に対する予測確率的間欠性電力供給の寄与を更新する手段、をさ
らに含みうる。
【０１６３】
　特定の判定基準は、少なくとも１つの混合の百分率、少なくとも1つの導入率、少なく
とも１つの相互相関、及び二次資源と負荷との間の少なくとも1つの相関から成る１以上
のグループを含みうる。
【０１６４】
　実際の電力供給及び実際の電力消費の少なくともそれぞれの部分を関連付けることは、
負荷の優先権レベルに基づきうる。
【０１６５】
　システムは、残りの実際の電力供給とより低い優先権レベルの負荷の実際の電力消費と
のそれぞれの部分を関連付ける前に、実際の電力供給と最高の優先権レベルの負荷の実際
の電力消費とのそれぞれの部分を関連付けるための手段、をさらに含みうる。
【０１６６】
　本システムは、負荷に関連する１以上の消費者制約を検証するための手段をさらに含み
うる。
【０１６７】
　集合化間欠性電源は、電力網に連系された１以上の間欠性発電設備を含みうる。
【０１６８】
　図１６は、電力網用の計量システム１６００を表す概略図を示す。該計量システム１６
００は、電力網に連系された集合化間欠性電源の電力供給を計量するための手段１６０２
と、その時点での電力網に連系された負荷の電力消費を計量するための手段１６０４と、
及び計量された電力供給及び計量された電力消費に基づいて負荷に対する間欠性電力供給
の寄与を計量するための手段１６０６と、を含む。
【０１６９】
　間欠性電力供給の寄与を計量するための手段は、計量された電力供給と計量された電力
消費との少なくともそれぞれの部分を関連付けるように構成されうる。
【０１７０】
　間欠性電力供給の寄与を計量するための手段は、計量された電力供給と計量された負荷
の優先権レベルに基づいた電力消費とのそれぞれの部分を、関連付けるように構成されう
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【０１７１】
　間欠性電力供給の寄与を計量するための手段は、計量された電力供給の残りの部分と計
量されたより低い優先権レベルの負荷の電力消費とのそれぞれの部分を関連付ける前に、
計量された電力供給と計量された最高の優先権レベルの負荷の消費電力とのそれぞれの部
分を関連付けるように構成されうる。
【０１７２】
　本システムは、間欠性電力供給の寄与が特定の判定基準を満たすか否かを決定する手段
、をさらに含みうる。
【０１７３】
　本システムは、間欠性電力供給の寄与が特定の判定基準を満たすか否かに基づいて、負
荷に対する予測確率的間欠性電力供給の寄与を更新する手段、をさらに含みうる。
【０１７４】
　特定の判定基準は、少なくとも１つの混合の百分率、少なくとも１つの導入率、少なく
とも１つの相互相関、及び二次資源と負荷との間の少なくとも1つの相関から成る１以上
のグループを含みうる。
【０１７５】
　本システムは、負荷に関連する１以上の消費者制約を検証するための手段をさらに含み
うる。
【０１７６】
　集合化間欠性電源は、電力網に連系された１以上の間欠性発電設備を含みうる。
【０１７７】
　図１７は、例示の実施態様による電力網のための計量方法を表したフローチャート１７
００を示す。工程１７０２において、電力網に連系された集合化間欠性電源の電力供給が
計量される。工程１７０４では、その時点での電力網に連系された負荷の電力消費が計量
される。工程１７０６では、計量された電力供給及び計量された電力消費に基づく負荷に
対する間欠性電力供給の寄与が計量される。
【０１７８】
　間欠性電力供給の寄与の計量は、計量された電力供給と計量された電力消費との少なく
ともそれぞれの部分を関連付けるように構成されうる。
【０１７９】
　間欠性電力供給の寄与の計量は、計量された電力供給と計量された負荷の優先順位に基
づく電力消費とのそれぞれの部分を関連付けるように構成されうる。
【０１８０】
　間欠性電力供給の寄与の計量は、計量された電力供給の残りの部分とより低い優先権レ
ベルの負荷の計量された電力消費とのそれぞれの部分を関連付ける前に、計量された電力
供給と最高の優先権レベルの負荷の計量された消費電力とのそれぞれの部分を関連付ける
ように構成されうる。
【０１８１】
　本方法は、間欠性電力供給の寄与が、特定の判定基準を満たすか否かを決定することを
さらに含みうる。
【０１８２】
　本方法は、間欠性電力供給の寄与が特定の判定基準を満たすか否かに基づいて、負荷に
対する予測確率的間欠性電力供給の寄与を更新することをさらに含みうる。
【０１８３】
　特定の判定基準は、少なくとも１つの混合の百分率、少なくとも１つの導入率、少なく
とも１つの相互相関、及び二次資源と負荷との間の少なくとも１つの相関から成る１以上
のグループを含みうる。
【０１８４】
　本方法は、負荷に関連する１以上の消費者制約を検証する工程をさらに含みうる。
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【０１８５】
　集合化間欠性電源は、電力網に連系された１以上の間欠性発電設備を含みうる。
【０１８６】
　特定の実施態様において示されたような本発明に対して、広く記載された本発明の精神
又は範囲から逸脱することなく、多くの変形及び／又は修正を行いうることが当業者によ
り理解されよう。したがって、本実施態様は、全ての点で例示的であり限定的ではないと
みなされるべきである。また、本発明は、たとえ特徴又は特徴の組合せが特許請求の範囲
又は本実施態様に明示的に指定されていない場合でも、特徴の何らかの組み合わせ、特に
特許請求の範囲における特徴の何等かの組み合わせを含む。
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